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7 月 29 日ルネ研報告 

現状の体制の革命か、変革か、抵抗か、改革か（上） 

 革命後の政治 

2017 年 7 月 29 日 榎原 均 

 

（解題）この日の報告のために事前配布資料をルネ研関西 ML に流したが、当日はこの報

告のように「革命後の政治」としたので、事前配布資料は議論しなかった。事前報告資料

の方は付けておくが、別の機会に提案したい。また、この資料を基に意見を用意していた

研究員もいるので、反論を受けることから始めるかもしれない。（榎原） 

 

１．本日の報告について 

 

 かなり準備期間があったので、最初は 2011 年にもたれたルネサンス研究所の二つの研究

会の継続を考えて、研究会の記録を中心として「事前配布資料」を作成した。これ自体重

要な論点が議論されてはいるが、しかし、これらの研究会の継続ということにすると、2000

年に書かれた「21 世紀の社会運動の綱領草案（骨子）」を取りあげることになる。だが、こ

の草案で議論を継続するということに対しては、現在では不適切だと判断した。というの

は、2016 年になって自身が解明し始めた「負債経済」の観点がなく、この観点を踏まえな

いと綱領的内容は時代性を失うからだ。 

 そこでルネ研での 2012 年度の研究会で取り上げられた「債務共和国の終焉」の議論から

出発して「負債経済論」へと導くことを考えてみたが、このときの議論はレント論であり、

利子生み資本論が踏まえられてはいないので、現在の負債経済への経済学的批判へと進め

ないことが判明した。というのもこの議論は新自由主義がもたらした政治的結果とどう対

決するかという問題意識に収れんされていたからだ。 

 それで、榎原には国家論がないという 2011 年の研究会での批判に「いま、ここからの社

会変革論」（2010 年作成）を出発点として国家論的な議論をすることを考えてみた。この論

文は、いわゆる「新しい社会運動」のなかに社会変革の契機を発見する試みであり、対面

関係のなかでの権力の発生について記述したものだったからだ。しかしこの論文を出発点

にすると、政治についての原理的な考察へとむかわざるを得ず、7 月研究会には不向きな問

題提起に終わることに気づいた。 

以上の変遷を経て、「中津共同体・弁当屋共同体中間報告」（『ASSB』誌第 24 巻第 2 号、

2016 年）に付けた学習資料に収録した「70 年武装闘争総括のまとめ的文書（『共産主義』

21 号、1994 年）にある、「プロレタリアート独裁の継承について」というテーマから「革

命後の政治」について問題提起することにした。本日のテーマである「現状の体制の革命

か、変革か、抵抗か、改革か」を議論するためには避けて通れない政治思想上の諸問題に

ついて提起できたらと考えている。 

http://www.geocities.jp/liberationsya/assb24-2.pdf 

なお、革命後の政治の萌芽が現在どのようなかたちで存在しているかについては、日本

の運動では確認が困難であるが、3 月研究会での後藤報告、「2011 年以降の占拠闘争の示

すもの―民主主義の側面から」で『資本の専制、奴隷の反逆」から引用されているレジュ

メには如実に示されており、記録文書検討の前にコメントとすることにした。 

このような経緯で、今回の報告は前半とし、引き続き、負債経済論を踏まえた綱領的課

題についての提起をさせていただくことにしたい。 

 

２．本日の報告の概要 

 

 まず、３．「ルネ研 6 月 18 日の研究会を終えて」を読み上げる。 

 次に、４．革命後の政治の萌芽、それはどこに、どのような形で存在しているか。――

http://www.geocities.jp/liberationsya/assb24-2.pdf
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ルネ研 3 月研究会後藤報告へのコメントを提起する。 

さらに、５．記録文書「プロレタリアート独裁の継承について」を読み上げる。 

 続けて、６．「コミンテルン 3 回大会組織テーゼの検討」を読み上げる 

最後に、７．「革命後の政治」で新たな提案を行う。  

（＊記録文書等は、3 文字ずらしてある。） 

３．6 月の研究会の感想「ルネ研 6月 18日の研究会を終えて」 

 

ルネ研 6 月 18 日の研究会を終えて 

 

 

2017 年 6 月 22 日 境 

（１）ルネ研の現状 

 この日の研究会のテーマは「欧米左派の綱領」であり、新開さんが報告した。報告は単

にタイトルの範囲だけではなく、『共産党宣言』以降の共産主義者の綱領について歴史的に

評価するという前段があり、そちらの方がメインとなっていた。それで私は何点かにわた

って意見を述べたが、それについて忘れないうちに文章化しておきたい。 

・綱領について、私はすでに、「21 世紀の社会運動の綱領草案（骨子）」（以降草案と略記）

という文書を 2000 年に発表している。しかし私の知るかぎり誰からも批判が寄せられなか

った。そして、2010 年末に結成されたルネサンス研究所の関西の研究会で、これを提起し

て皆さんの意見を聞こうと考えていた。ところが翌年 3.11 大震災と原発事故が起き、綱領

についての議論などにかまっておられないような運動の高揚があり、提起する機会を逸し

ていた。 

・しかし、ルネ研も大衆運動の高揚が去った 2016 年 1 月に太田昌国さんを呼んで「日本の

左翼はなぜ影響力を失ったのか」というテーマで講演会を開いて以降、共同研究もやれる

ような雰囲気になって、中期的な視点で研究会の企画も組めるようになり、そのひとつと

して今回の研究会も持たれた。そして次回は私が「現在の体制の革命か、変革か、抵抗か、

改革か」というテーマで報告することになり、私はやっと 2011 年に企画していた私の報告

プランを実現できる機会をもつことができようとしている。 

 

（２）政治運動と社会運動の次元の違いとその越境の必要性 

・新開さんの報告は、綱領問題についての議論を進めるたたき台として、非常に適切なも

のだったと考えている。私自身、なぜ自分の草案に対する意見や批判が出ないのか、不思

議であったが、この日の研究会でその理由も判明し、どのような形で今後の議論をしてい

けるかについても理解できてきた。まずその問題について明示することからはじめよう。 

・私自身はその実践活動において、武装闘争の総括にもとづいて、1988 年から新しい社会

運動の組織化に取り組んだ。そして 10 年間の活動を踏まえて草案を提起したのだが、その

地平が左翼の伝統的な地平とは断絶していたということだ。自身は経験で越境したのだが、

そうではない左翼活動家にとっては、およそ別次元の話としてしか理解できなかったのだ

ろうと今になって想像している。たぶん武装闘争の総括の内容が異なっていて、そのこと

も影響していると思われるが、いまさらそれを言ってもしようがない。この研究会で、私

は現実に存在している地平の違いを、今現在どのようにして越境していけるかについて考

え、構想することができた。 

・その越境は、従来の左翼の地平とその問題意識だけでなく、社会運動の地平と問題意識

をも綱領問題として取り上げて検討することである。今から考えてみれば、この日に私は

無意識のうちにそのような観点から意見を述べていた。では自分が述べた意見を補足しな

がら整理してみよう。 

 

（３）革命の原因は経済危機ではなくて戦争 
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・革命は経済危機から起きたためしはなく、戦争が革命の原因だということを述べた。パ

リコミューン自体プロイセン軍に首都を包囲された時点でのパリの民衆の蜂起であったし、

ロシア革命はツアーの敗戦が原因であった。そしてそれに続く挫折はしたがヨーロッパの

革命的危機も敗戦が契機であった。そしてロシア革命以降、植民地・従属国の内戦が革命

戦争として成長するようになり、中国革命が可能となった。日本でも戦後の運動の高揚は

敗戦が原因だった。新開さんがいつも危機論にこだわっていることを知っていたので、危

機論だけでは革命論にはならないということを言いたかったのだ。 

・危機論から革命を論じているのはコミンテルンの綱領だろう。1928 年コミンテルン 6 回

大会で決定された通称「スタブハ綱領」は「資本主義の全般的危機」という情勢認識であ

った。この発想は反スターリン主義を掲げた日本の新左翼も踏襲している。情勢分析―任

務―方針という枠組みである。資本主義の危機からは革命にいたりはしないという歴史を

踏まえれば、このような発想自体が乗り越えられるべきである。 

 

（４）負債経済のヘゲモニーと先進国における内戦状況 

・当日意見としては十分に言えなかったが、スタブハ綱領の全般的危機論は第二次大戦後

は体制間矛盾論として生き延び、第二次大戦後の植民地の解放闘争を後押ししたが、資本

主義もそれにめげずに自国内の階級闘争を抑圧して高度成長を遂げた。そしてそれが行き

詰まった時点で新自由主義への転換があり、80 年代からは負債経済のヘゲモニーが拡大し

ていって、今日の資本主義の破局（カタストロフ）にいたる経過となっている。 

・負債経済とは、グローバル資本市場に登場している金融資産の内、高利資本に根をもつ

証券類であり、それは今やグローバル資本市場では、国債や民間の社債などよりも量的に

凌駕している。負債経済は、資本・賃労働関係などの従来の階級関係を横断し、債権者と

債務者との関係が運動の条件となってきている。ラッツアラートや廣瀬純は先進国での内

戦状況の到来を想定しており、国家間戦争や植民地での解放戦争とも異なる新たな戦争の

形態が出現しているとみている。ということを了解するならば、戦争―→革命という歴史

的現実が先進国でも煮詰まってきたとみることができる。 

・このような運動の状況を踏まえるならば、権力奪取という方針も再検討されざるをえな

い。戦争の場合は二重権力となるから、やはり自己権力をどのように構築するかという問

題が綱領上の問題として設定されればならないだろう。そうなると陣地戦というテーマが

浮上する。 

 

（５）陣地戦のとらえ方 

・しかし、陣地戦ということばもそれぞれニュアンスが違っていた。市民社会は味方の陣

地ではなくて敵の陣地であると指摘したのはグラムシだった。日本でも自民党、公明党、

共産党は選挙に集約する形で陣地戦を日常的に闘っている。市民社会の陣地には政党、労

働組合、企業家連合、宗教団体、労働組合、協同組合などがあるが、これらの既成の組織

では、敵と味方の陣地戦が継続的に闘われてきており、左翼は対応する方針を持ててはい

ないのでそれもあって影響力を失っているのだ。デモと集会は重要だとは言えそれだけで

は陣地戦にはなりえない。 

・負債経済のヘゲモニーのもとでは既成の陣地とは異なる新しい陣地を構築する可能性が

開けてきている。社会連帯経済とその核となっている社会的企業は新しい陣地である。こ

の新しい陣地の構築は、社会運動の手法を必要とする。革命の戦術を自己権力の形成に置

き、陣地の形成を自己権力論から位置づけることで社会運動を革命の綱領のなかに位置づ

けることができる。 

 

（６）支配階級の分裂 

・危機論と権力奪取諭に立つ限り、支配階級の分裂とその分派との共同行動という視点は

消えてしまう。陣地戦の立場からすれば、自己権力の維持のためには、支配階級の矛盾を
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最大限利用し、それにくさびを打ち込み、味方ないし中立に持ち込むような闘いが必要と

なる。現に原発再稼働をめぐって支配階級は分裂しているが、左翼はそれに対応できるだ

けの陣地戦の戦略をもってはいない。いつまでも小泉元首相に新自由主義導入は許せない

といってその責任追及を主要課題として再稼働反対の陣営から排除するような政治ではな

く、具体的な政治協定をつくりだせるような綱領的立場が問われている。 

４．革命後の政治の萌芽、それはどこに、どのような形で存在しているか。 

 ルネ研 3月研究会後藤報告へのコメント 

 

現在の階級闘争が迂回作成と陣地戦のなかにあり、政治の基準を文化に置くということ

問われているというのが私の見立てである。この観点からすれば、革命後の政治の萌芽の

具体例がルネ研 3 月研究会後藤報告の引用文にみてとれる。この観点からコメントをつけ

よう。 

「僕たちにとって重要だったのは 15M を「運動」「組織」としてではなく「気候、風土、

雰囲気」として語るということだった。」（後藤レジュメ、1 頁、以下数字のみ表示） 

 ●これはつまりは文化圏ということだ。社会学でいうサブカルチャーという鵺的なもの

ではなく、迂回作戦と陣地戦にとってその組織化をわがものとしなければならない文化圏

なのだ。ところがこれは地方に広がったが、生活の基盤を欠いていた。 

 「それまでは「耐え難いもの」として感覚されていなかったものが突如として「耐え難

いもの」として感覚されることになったのである。」（1～2） 

 ●対抗文化圏の形成によって、人びとのそれまでの感性的なものの分有に亀裂が入れら

れ、それが感染していく。しかし広場占拠はいつまでも続けられない。 

 「結果として、運動をそれぞれの地区へと移すことが決定された。つまり、各都市のそ

れぞれの地区に評議会を創設し 15M の脱中心化が図られた。そのようにして創設された地

区評議会の多くは「15M 評議会」と名づけられた。評議会には近隣住民による地区単位の

もののほかにテーマ別のものもあった。」(2) 

 ●形としては自己権力だが、広場占拠発の評議会であるから、基盤のなき権力だったよ

うだ。しかし委員会は様々な仕事をこなした。 

 「医療も教育もあくまでも全ての人に関わる普遍的な問題として扱われるようになった。

社会を断片化していた様々な内的境界が取り払われ、互いに異なる人々が一つの共通の問

題を軸にして混ざり合うということが起きたのだ。」（3） 

 ●委員会の闘争が生み出した成果は次世代の社会システムの先取りだったようだ。 

 「15M から三年間続いたこうした運動の展開はすべて 15M によって創出されたコードの

実現であった」「あらゆる分割線を越えて差異やアイデンティティを二次的なものとし、具

体的な問題の共有を第一のものとする包摂のコード。街頭に出るというアクションもあく

までも共有の精神において生きられる。」（4） 

 ●差異を力にという組織論のための教訓がここにある。 

 「15M の運動は人々に日々の暮らしそのものの変革を強く求めるものだったが、問題は、

みんなが各自の生活を変え続けていけるのかどうか、そのための意志あるいは勇気を持ち

続けられるのかどうか、つねにいっそう強力な形で問いかけ変化を生み出し続けられるの

かどうか、まるで定かではないという点にある。」（5） 

「いかにすれば持続可能な政治は可能なのか、いかにすればそれとともに暮らしていけ

るような政治は可能なのかということが、僕たちにはまだまるきりわかっていないのだ。」

（5） 

●ここで要求されている政治は革命後の政治に他ならない。これを日常生活においてど

のようにつくりだすかが問われている。この間隙を縫ってポデモスが代表制を提案し支持

を得た。ポデモスについては今回は言及しない。 

「しかし、やはり僕には、代表性構造へと回帰し、役者/観客の劇場的関係を再構築する

という彼らの提案は受け入れられない。政治と生活とを何か別の形で結びつけるその方法
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を考えなければならないのだ。」（6） 

●「政治と生活とを何か別の形で結びつけるその方法」これこそが革命後の政治の基本

である。ポデモス反対派のこのような提案を汲んでいく必要がある。 

「15M は前もってはまったく予想し得ない出来事だったのと同時に、僕たちに左翼であ

ることをついにやめさせてくれた出来事でもあった。」（9） 

●革命後の政治の萌芽が実現し、革命以前の左翼の政治が役に立たなくなったことの証

明である。 

「15M による切断が可能となったのは主観性の存在論的な突然変異が起きたためであっ

て、運動に携わる人が別の人になったわけでは必ずしもない。「真の民主主義、今ここに」

の中心メンバーには実際、「ユーロメーデー」など、先の闘争サイクルのそのとりわけ末期

においてすでに活動していた若者たちが多く含まれている。ただし、彼らはそこですでに、

戦略/戦術の関係という観点から言っても、政治活動のあり方という観点から言っても、左

翼のそれとは異なる新たな形態あるいは構造に身を置いていた。そこではアウトノミア型

の前衛、労働者の自律性といったものですら退けられるべきものとされた。そして 15M は

実際、そうしたアウトノミア的発想にも決定的なピリオドを打った。コミュニズムの地平

それ自体が、ネグリ派のようなものも含めて、過去のものになったとすら言えるかもしれ

ない（この点については僕自身は必ずしも賛同していない）。要するに左翼か右翼か、革命

か改良主義かといった二分法、政治領域のダイナミズムをこれまで生み出してきたいっさ

いの二分法がその終焉を告げられたということだ。」（10） 

●この事態は、現実の運動と社会変革の路線とを結びつけることを要求している。ただ

し左翼がやってきたような仕方とは違う仕方で。そのポイントは迂回戦の戦術と革命後の

政治を提案すること。 

「強い政治性に立脚した運動から「誰でも」による運動への転換、……従来のいかなる

社会運動にも還元しえない新たな運動の出現－こうしたことを考えるために僕には新たな

友人が必要だった。」「04 年は活動家主体を主役としたものとは異なる新たな政治がとても

強力なかたちで初めて出現した年であった。」（11） 

●ここで言及されている「新たな政治」を革命後の政治として位置づけること。革命後

の政治、この言葉は左翼に対して用いているが、中身が確定すれば「新たな政治」でも「オ

ルタナティブな政治」でも「次世代の政治」でも、つまりどのような用語でもいい。中身

が確定され、人びとがそれを現実にわがものとすることが大事。 

「社会あるいは市民政治に生じたこの空白は 15M によって「埋められた」わけではない。

というのも問題となっていた空白は戦略のそれ、代表性のそれであり、15M はまさに代表

性を拒否する運動だったからだ。」（11～12） 

●ポデモス登場の背景。革命後の政治の観点からは、やはり運動の後退なのだ。 

「ネットワーク型運動には、絶対的とまでは言わないまでも、明らかに限界がある。」（12） 

●この限界をどのようにして埋めていくか。運動の土台が必要。 

「（2015 年 5 月 24 日の地方自治体選挙）24M が実証したのは、15M によって開かれた

環境が存続している状況においては、ラディカルな民主主義を広範かつ強力に拡大させる

ということが選挙に勝つために必要不可欠だということであり、それがまた権力の変革可

能性の保証にもなるということだ。バルセロナやマドリード、サラゴサなどの市民プラッ

トフォームにおいて見られたのは、一般的知性が外部からのいかなる命令も受けることな

しに一つの政治的協働へ自ら導くというプロセスだったのであり、こうしたプロセスを産

み出せるかどうかが 15M 以後のスペインにおいて選挙で勝利できるかどうかの鍵なのだ。」

（14） 

●「ラディカルな民主主義」ではなくて革命後の政治が展開されていたのだ。これを「ラ

ディカルな民主主義」ととらえること自体が事態を取り違えている。 

「肝心なのは政治的運動の流れを（再）創造することである。下からの開かれたガバナ

ンス体制を作り直すこと。構成的議論を絶やさず、さらにはそれを市民に続々と広げてい
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くことで、運動と政府が互いにつながったままの状態を保つことである。」（14） 

 ●この提起は、迂回作戦の綱領と新しい政治、「「政治と生活とを何か別の形で結びつけ

るその方法」の解明の必要性を暗示してはいないだろうか。 

 

 

５．記録文書「プロレタリアートの独裁の継承について」 

 

プロレタリアートの独裁の継承について（『共産主義』21 号、1994 年） 

 

１）提案 

    プロレタリアート独裁の理論を継承する、という立場に問われているものは、第

一に民主主義をのりこえることであり、独裁の下での社会革命の展望を明らかにす

ることである。これは、今日すでに大衆運動が最大限綱領レベルの要求で自己を組

織していることと相関している。 

    第二に、社会革命の展望を明らかにすることであり、商品・貨幣の廃絶の実践的

展望を明らかにすることである。 

    第三に文化革命の理論の形成である。政治の基準を文化におかなければならない

が、そのためには、文化としての知、という知の形態をつくりださねばならない。

伝統的な党組織論に従えば、まず綱領を作成し、そのもとに党中央組織を建設して、

機関紙誌その他の手段で党を拡大していく、ということになる。今日広く流布して

いる党組織論は実はレーニンの党組織論ではなく、スターリン体制の下で形成され

たことについては、20 年余り前に明らかにしておいたが、このような党組織論にと

っては、これらの課題に取り組むことができないことは明白である。 

    意識性が、参加する意識の下での文化としての知の形態をとり、運動の組織だけ

でなく、文化圏自体がネットワークとなっているとき、そのネットワークの共鳴を

さそう種々の仕掛をつくりだすことが課題となる。 

 

２）歴史意識としての永続革命 

    永続革命は、革命の戦術としてはその前提条件を欠いている。しかし、それを歴

史的過程としてみれば、革命の連続性との意味では生きている。この意味での永続

革命の内容はもはやブルジョア革命をプロレタリア革命にまで永続させる、という

ことではなく、プロレタリア革命の開始とその永続が、ブルジョア革命後のブルジ

ョア社会の階級闘争の質を変えた、という歴史意識へと転化している。 

    今日の世界を過渡期世界と捉える立場は、このブルジョア社会の階級闘争の質の

変化を前提として打ち出された歴史認識であり、われわれは、世界プロレタリアー

トの独裁の樹立をかかげた。スターリン体制の成立によるソ連・東欧のプロレタリ

アート独裁の変質をふまえ、帝国主義諸国、ソ連・東欧、そして第三世界の三ブロ

ックの階級闘争を統一する目標として、世界同時革命、世界プロレタリアートの独

裁が目指されたのである。 

    そもそも過渡期世界という規定は、ソ連のプロレタリアートの独裁が変質し、社

会帝国主義に転化したという認識の下に成立していたから、共産党が打ち倒され、

国家制社会主義が解体されて、市場経済化が目指されようと、その規定を変化させ

る要因とはならない。 

    現時点で総括されねばならないことは、過渡期世界という規定ではなく、ロシア

革命が与えたインパクトによって、ブルジョア社会の階級闘争の質がどのように変

化したか、という問題の内容である。 

 

３）過渡期世界の階級闘争 
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    ソ連の成立によって、ブルジョア社会の階級闘争の質が変化した、という認識で、

一つの極をなす見解は、体制間矛盾論であり、資本主義と社会主義との体制間の競

争で社会主義が勝利することによって、資本主義を変えて行こう、というものであ

った。この見解は、ソ連の崩壊によって、その誤りが示された。 

    この体制間矛層論から生じる一つの系として、帝国主義諸国での議会を利用した

平和革命論があった。日本共産党の民主連合政府論はその具体案であったが、これ

も失敗している。 

    われわれの世界同時革命、世界プロレタリアートの独裁論は、革命戦争の戦術へ

と到ったように、平時の階級闘争がソビエトを形成し、二重権力状態をつくりだせ

る質に到達している、という判断にもとづいていた。 

    この判断は、発達したブルジョア社会の階級闘争の質の変化をプロレタリアート

独裁の政治権力の樹立という、政治的観点からのみ捉えることになっていた、とい

う点で限界を持っていた。もっとも、今日の社会における階級闘争の質を、社会的、

文化的面から捉えようとする試みがなされてはいたが、しかし、それらの試みも、

先の政治的観点に従属していた。 

 

４）われわれの経験 

    われわれの判断が一面的であったとしても、われわれは革命戦争の戦術を実践し、

RG＝政治軍隊の基準と、国際非合法党建設へと進むことによって、小規模ではある

がプロレタリアート独裁の国家（というよりは文化圏といった方が正確であるが）、

一つの戦士共同体を形成したのである。 

    戦士共同体を形成した途端に、従来の政治はその質を変えることを迫られた。社

会的、文化的な諸問題を政治を基準に処理する、という伝統的な政治がゆきづまっ

たのである。他方で、革命党である以上、共同体一般を存続させる論理に身をまか

せるわけにはいかなかった。共同体の内部に理想郷を創出しようという傾向と闘争

し、階級闘争全体を指導する位置を確保しなければならなかった。ここで階級闘争

の質の変化を、結果として、政治的観点からのみ捉えることになっていたことが党

活動の脱皮を妨げた。 

    今から振り返れば、われわれは、ブロレタリアートの独裁の樹立を目指すのでは

なく、プロレダリアートの独裁を実行すれば良かったのである。むろん、この独裁

の範囲は限られており、また限られた範囲でのプロレタリアートの独裁は外に開か

れたものでなければならず、実体としてはヘゲモニーになるが、プロレタリアート

の独裁のヘゲモニーを打ち立てることを目指すべきであった。 

 

５）経験の総括 

    ロシア革命の例を引くまでもなく、ブロレタリアートの独裁は、過渡期の社会に

おける社会革命の展望をしっかりと見定めることができずに変質を余儀なくされた。

そうだとすれば、今日間われているのは、プロレタリアートの独裁を実現するはる

か以前から、社会革命の展望を明らかにすることであった。 

    そして、社会革命の展望が、商品・貨幣の廃絶とかかわっており、そして、商品・

貨幣が無意識のうちでの本能的共同行為によって支えられていることがわかれば、

プロレタリアートの独裁の任務として提起されている文化革命の重要性が明らかと

なり、またその捉えかえしが可能となってくる。 

    われわれは国際非合法党を戦士共同体のレベルにまで鍛え上げることによって、

自らがプロレタリァート独裁下の権力であることに気づき、その立場から、今日の

階級闘争を評価することを学びはじめた。では、プロレタリアートの独裁の継承は

どのようになされるべきであろうか。 
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６）プロレタリアート独裁の継承 

    プロレタリアート独裁の理論を右から否定する声が圧倒的にあがっているなかで、

これを防衛しようとする声はかき消されがちである。単に声が小さいだけではない。

その声が過去に形成された理論の擁護にとどまり、現在それをどのように活かすか、

という点での提起が不分明だからだ。 

    肝心なことは、その理論を活かすことだ、とすれば、どのようにすれば良いのだ

ろうか。まず右からの大声、支配的な論調が一体どのようにしてその理論を否定し

てきたかを知ることが第一歩であろう。 

    プロレタリァート独裁の理論を否定する場合、そのほとんどは、独裁に民主主義

を対置する、というやり方である。旧くはベルンシュタインが、社会主義革命の自

然発生的、民主主義的性格を論拠にして革命の戦術を政治と経済の分野での民主主

義の拡大に求める見地から独裁を批判したが、その後の批判の多くはこのベルンシ

ュタイン説の枠内にある。そして、ソ連・東欧を初めとする、かつてのスターリン

主義者たちの主流は、このベルンシュタイン説に乗り換えている。 

    このような現状で、民主主義か独裁か、という対置がなされ、独裁を防衛する側

は、この対置を認めた上での独裁の必要性を主張するにとどまっている。ここから

出てくる結論は、民主主義的独裁、あるいは、ブルジョア的民主主義を保障した独

裁、といった見解である。これではプロレタリアート独裁の理論を活かすことはで

きないし、ましてやそれを継承することもできない。 

 

７）民主主義をのりこえる 

    右からの批判が、独裁に民主主義を対置して独裁の理論を否定してきたのなら、

独裁の理論の擁護は、民主主義を乗り越える必要性を提起する以外にはありえない。

このように問題を立てたときに始めて、ネップの時期のレーニンや、文化大革命の

時期の毛沢東が直面していた諸間題を今日の社会的環境の内に呼び出し、その苦闘

を継承していく土俵をしつらえることができる。理論を継承する、ということは、

単にマルクスやレーニンの言説を繰り返すことではない。その理論が困難に突き当

たった実践の場を現在に再構成し、その困難を実践的に克服することが問われてい

るのである。 

    そもそも独裁も、国家を前提にしている以上、ある種の民主主義に他ならない。

だから民主主義を乗り越える、ということ,は、プロレタリアート独裁をも乗り越え

る、ということである。そもそもマルクスのプロレタリアート独裁の規定は、資本

主義社会から共産主義社会に到る過渡期の社会の国家権力についてなされたもので

あった。従ってその独裁は、共産主義社会によって否定されるべきものだった。こ

の意味で、プロレタリアート独裁の理論を継承する、ということは、民主主義を乗

り越える杜会革命の戦術を今日新たに打ち立てることと同義なのである。 

 

８）社会革命の展望 

    民主主義を乗り越えるためには、何故社会革命が必要となるのか。このことを明

確に把握しない限り前進することはできない。 

    もともと過渡期の社会にプロレタリアート独裁が不可欠なのは、それが、社会革

命のテコとして役立てられねばならないからであった。従って、社会革命の展望を

欠いたプロレタリアートの独裁は、必然的に変質せざるをえない。レーニンや毛沢

東の苦闘も、過渡期の社会における社会革命の展望を明らかにすることが、その置

かれた歴史的諸条件によって、非常に困難であったことにもとづいていた。しかも、

彼らは、政治権力を奪取し、プロレタリアート独裁を実現したあとで、この問題に

直面したのであった。彼らの試みが失敗したあとで、後に続こうとする者たちにと

っては、プロレタリアート独裁樹立のはるか以前から、この間題の解決をせまられ
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ているはずであった。しかし、その事前の解決については、これまで意識的に試み

られることはなかった。プロレタリアートの独裁の継承は、この問題を解決する試

みから始まる。 

 

６．コミンテルン 3回大会組織テーゼの検討 

  

これについては以前に取りあげたことがある。 

 「グラムシ陣地戦論の再構築」（『ASSB』第 22 巻第 3 号、2014 年 8 月）がそれである。

以下に再掲する。http://www.office-ebara.org/modules/weblog/details.php?blog_id=232 

 

Ⅱ グラムシの遺志の継承のために 

第 1 章 グラムシ・レーニン問題 

３．レーニンの 4 回大会報告 

    レーニンの第四回大会での報告は、まずネップの評価から始まっている。これに

ついては別に機会に論じるとして、第三回大会の決議について、レーニンは次のよ

うに述べた。 

    「この決議はすばらしいものである。だが、それはほとんど一貫してロシア的で

ある。つまりすべてが、ロシアの条件からとられている。この点に、決議の良い面

もあるが、また悪い面もある。悪いというのは、外国人はほとんどだれひとりとし

て、これを読みとおすことができないと確信するからである。――私は、こう言う

前に、もういちどこの決議を読みかえしてみた。第一に、それは長すぎる。それに

は、五〇あるいはそれ以上の項目がある。外国人は、普通、こんなものを読むこと

ができない。第二に、たとえそれを読むにしても、それがあまりにもロシア的だか

ら、外国人のだれもそれを理解するものはないであろう。・・・・それは、一貫して

ロシア精神が貫いているからである。第三に、例外としてだれか外国人がそれを理

解したところで、彼はそれを実行することはできないだろう。これが決議の第三の

欠陥である。・・・・私は、われわれが、この決議で大きな誤りをおかしたという印

象、つまり、われわれが自分で今後の成功への道を断ってしまったという印象を受

けた。すでに述べたように、決議の作成はみごとであり、私は、その五〇あるいは

それ以上の全部の項目に同意する。だが、われわれは、わがロシアの経験を、外国

人にどう紹介したらよいかを理解しなかった。決議に言われていることはみな、空

文句にとどまっている。しかし、これを理解しなければ、これからさき前進してい

くことはできない。われわれ全体にとって、すなわちロシアの同志にとっても、外

国の同志にとっても、最も重要なことは、ロシア革命から五年たったいま、学ばな

ければならないということだと思う。やっといま、学ぶ機会をえたところである。」

（『レーニン全集』33 巻、447～8 頁） 

    レーニンは「外国人のだれもそれを理解するものはないであろう」と述べ、「外国

人がそれを理解したところで、彼はそれを実行することはできないだろう。」と予想

したが、現実はそうはならなかった。コミンテルンの権威はこのテーゼの内容で実

践する人々を生み出したのだ。そしてスターリン支配下では、それは物理的な力を

背景に各国共産党に押しつけられた。 

    またこのテーゼは、第二次大戦後の共産党にも引き継がれ、さらにはスターリン

主義を批判して共産党から分離した 60 年ブントなどの新左翼の諸党派ですら、その

影響下にあったのだ。レーニンは「外国人は、革命的活動の組織、構成、方法、内

容をほんとうにさとるために、特別な意味で学ばなければならない。それがやられ

るならば、世界革命の展望は、有望であるだけでなく、すばらしいものともなるだ

ろうと確信する。」（同書、449 頁）と提言したが、この特別な意味で学ぶことはずっ

とネグレクトされてきたのである。特別な意味で学ぶということは、このテーゼの

http://www.office-ebara.org/modules/weblog/details.php?blog_id=232
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実践的な批判を提起することである。グラムシ研究者にそのような作業をおこなっ

た人がいるかどうか不明だが、独自にその作業に手をつけよう。まずはコミンテル

ン 3 回大会決議「共産党の組織建設、その活動の方法と内容についてのテーゼ」を

読まなければならない。引用は注にしておくとして、テーゼの概要とその問題点を

示しておくことから始めよう。 

 

第 2 章 コミンテルン第三回大会組織活動テーゼの問題点 

 

１．党組織の指導性 

    テーゼは、Ⅰ 総論、Ⅱ 民主的中央集権、Ⅲ 共産主義者の活動義務、Ⅳ 宣

伝と扇動、Ⅴ 政治闘争の組織、Ⅵ 党新聞、Ⅶ 党組織の全体的構造、Ⅷ 合法

的活動と非合法的活動、から構成され、全部で 59 項目の文章からなっている。一読

して判明することは、このテーゼは武装蜂起による権力奪取の戦術を前提に書かれ

てはいるが、民主主義体制における労働者党の基本的な活動方針としても適用でき

ることだ。今日の日本共産党の戦術は武装蜂起ではなく、議会での多数を通じての

議会主義的革命であるが、その組織がこのテーゼを基本にしていてもおかしくはな

く、また実際に基本にしている。さらに共産党から分離した新左翼諸党派の組織も、

現実にはこのテーゼに書かれている内容を基本としているのだ。つまり党活動主導

の階級闘争像がそこにある。 

「（１）党の組織は、党の活動の諸条件と目的とに適合していなければならない。

共産党は、プロレタリアートの革命的階級闘争の全ての段階をつうじて、またそれ

につづく社会主義への、すなわち共産主義社会の第一段階への移行期においても、

プロレタリアートの前衛、その指導的先進的部隊でなければならない。」  

このテーゼ第一項を認める限り、このテーゼの呪縛からは自由になれない。党組

織の指導性の原理、これへの左からの批判こそがいま求められている。それは党派

政治の限界とそれの超克の問題として検討されねばならないだろう。 

 

２．権力奪取という目標と組織論 

第三項には次の提起がある。 

「ブルジョアジーに勝利し、ブルジョアジーの手から権力を奪取することが、さ

しあたってすべての党にとって決定的な、規定的な主要目的である。」 

政治権力を奪取するところからしか社会革命が可能とならないという、この考え

方はマルクス自身のものであった。しかし、この考え方は、ソ連の崩壊を見るまで

もなく、歴史の現実によって覆された。これに代わる社会革命の展望が明らかにさ

れるべきだ。それなしにはこの考え方は生き延びてしまう。 

「共産党組織における民主的中央集権制は、中央集権制とプロレタリア民主主義

との総合、融合でなければならない。」 

党組織の優位性を認めれば、この組織論に同意するしかない。党組織の相対化を

なしうるかどうか、これが問われている。 

「広範な大衆をたえず革命運動に引きいれることにあり、そのさい、力によって

ではなく、権威により、精力により、他のものにまさる経験、多面性、能力によっ

て、全運動にたいする指導権をしっかりそのてにたもたなければならない。」 

このような党活動と大衆運動との関係性の設定は、独自の革命運動が政治権力奪

取の闘いとしてあり、大衆の運動は自然発生的にはこの革命運動に到達しえない、

という大衆運動に対する理解にもとづいている。権力奪取からしか社会革命は始ま

らないという理解とともに、大衆運動と革命運動とが分離しているという理解があ

る。機動戦と陣地戦という比喩だと、二つは有機的につながっているのだが、そう

いう理解ではなく、革命運動としては機動戦しか認めないという立場なのだ。 
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３．党活動 

    革命運動としては機動戦しか認めないという立場からは次のような党活動が導き

出されてくる。 

「いちばん重要なことは、一人ひとりの党員が日常の党活動に参加することであ

る。」 

「日常の党活動を遂行するために、各党員は、通則として、つねに小さい活動グ

ループ――グループ、委員会、特別委員会、会議体、フラクションまたは細胞――

につねに所属していなければならない。」 

「党活動のさまざまな分野における日常活動のために――戸別の扇動、党学習会、

新聞の任務、文書の配布、情報任務、連絡任務等々のために――、共産主義的な中

核グループがつくられなければならない。」 

「各細胞、フラクション、活動グループは、それを実際に指導している党機関に

たいして報告をおこなう義務がある。」 

この党活動は、共産党や社会民主主義の党だけではなく、自民党や公明党も程度

の差はあれ実践している。党組織のもとでの党活動の一般論として成立しうる。党

派の必要性を承認すれば、このような活動スタイルは必然的に導入される。 

「公然たる革命的蜂起に先だつ時期におけるわれわれのもっとも一般的な任務は、

革命的な宣伝と扇動である。」 

「共産主義的宣伝と扇動の主要な諸形態は、次のとおりである――口頭での個人

的な説得、労働組合運動や政治的労働運動の闘争への参加、党新聞や党文書による

はたらきかけ。」 

「資本の侵害に反対する不断の小戦争において労働者大衆を指導することによっ

てのみ、共産党は、プロレタリアートを指導するすべを実際に系統的に学びとり、

ブルジョアジーの排除を意識的に準備する能力を身につけ、労働者階級の前衛にな

ることができる。」 

革命的蜂起を想定している党派は今日では例外的にしか存在してはいないが、革

命的宣伝と扇動として党派の活動を位置づける考え方は一般的である。革命的武装

蜂起が、議会の多数派をめざした選挙運動に置き換えられているとはいえ、党派が

独自の革命運動を担う存在であり、大衆の運動はこの党派の革命運動の発展に利用

すべきものとしてしか位置づけられていない。これに対抗する思想は自己権力の思

想であったが、これもまだ党派政治を止揚するところにまで到達しているわけでは

ない。 

 

４．社会民主主義主要打撃論 

    機動戦を想定していることで、大衆にそれなりの影響力を保持している社会民主

主義との闘争が重要な課題とされる。 

「労働組合や、またさまざまな労働者政党の社会民主主義的その他の小ブルジョ

ア的指導者とのたたかいでは、説得によって彼らからなにかを得ることを期待する

ことはできない。彼らにたいしては、全精力をもって闘争を組織しなければならな

い。しかし、彼らにたいして確実に、また成功裏にたたかうことは、労働者に、彼

らの指導者である社会裏切者どもが資本主義のために犬馬の労をとっていることを

納得させ、これらの指導者からその支持者たちを切り離すことによってのみ、可能

である。」 

これが悪名高き社会民主主義に対する主要打撃論であり、レーニンはいち早くそ

の誤りを認めて統一戦線論を提起したが、しかし党派の指導性を認め、独自の革命

運動を承認すれば、近い味方への主要打撃論は必ず再生される。そういうものとし

て位置づけておく必要があろう。 
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５．革命の戦術と組織 

    革命運動としては唯一機動戦しか承認しない立場からすれば、革命の戦術と組織

はロシア革命のアナロジーで想定されざるを得ない。 

「開始しつつある革命的発酵が一層進展した時期には、兵士および水兵による指

揮官の民主的な選挙と、兵士評議会（ソビエト）の設立とのための扇動が、資本主

義的階級支配のこの支柱を掘りくずすうえで非常に効果的でありうる。」 

これは軍隊の解体を念頭に置いた方針であるが、このような想定を果たして現代

ではなしうるであろうか。革命的運動をこのようなものとして想定すること自体は

不可能だが、しかし何らかの意味で独自の革命運動が想定されているという現実を

どのように中和できるのだろうか。軍隊解体は無理としても次のような革命的運動

の想定はどのように評価するべきか。 

「まず第一に、党がその細胞や活動グループの活動によって得たすべての結びつ

きを利用して、政治的組織化またはストライキ運動の主要な地点で集会を組織すべ

きである。」 

「運動が主として労働組合的な性格をとった場合には、われわれのフラクション

が十分な準備にもとづいて地区の労働組合指導部に直接の攻撃をくわえて、それを

排除するか、あるいはこの指導部に、われわれの党の要求の基盤に立って組織的な

闘争をおこなうことを強制することによって、なによりもまず労働組合にたいする

組織的影響を強めることに取りくまなければならない。」 

「わが党がその最良の組織をもちあわせていて、党の要求にたいして多数の賛成

が得られた経済地域では、そのあいだに達成された地区の労働組合や経営評議会に

たいする組織的圧力を利用して、この地域に起こったすべての個別的な経済闘争と、

さらに発展しつつある他の諸グループの運動とを、一つの統一的な闘争運動に結集

することを、なしとげなければならない。」 

これは労働組合や地域のストライキ運動をはじめとする政治的組織化で、地区ソ

ビエトを形成しようという方針である。これらの組織方針もロシア革命のアナロジ

ーであり、このような発想からの解放が求められている。 

 

７．革命後の政治 

 

１）記録文書から継承すべき点 

 プロレタリアートの独裁は、現実には変質あるいは崩壊しているが、歴史に痕跡を与え

続けている、という認識に立つこと。 

 このことは、階級闘争におけるサイクルが終わったところから始まる、ということによ

って実証されている。今や革命戦争は、「自爆テロ」という流れになり、デモや集会は広場

の占拠という運動形態になっている。闘った当事者たちは、過去の闘争を清算したとして

も歴史的には痕跡が残されている。他方支配階級の側は、グローバル資本市場での負債経

済のヘゲモニーによって、植民地戦争を自国で展開する羽目に陥り、スペインのように自

己権力の萌芽が生まれている。 

 プロレタリアートの独裁の痕跡があるがゆえに、この独裁のもとで開化すべきであった

革命後の政治がいま要求されている。それはその独裁のもとでの文化革命が、それの存在

しない社会でも展開しているという事実を見る目が問われている。 

 だからある意味、現在の社会でプロレタリアート独裁を樹立しようという闘いが実を結

ばないままで、その独裁下での開化すべき革命後の政治を実現することが問われている。 

 

２）革命後の政治、あるいは今運動に必要な政治とは 

（１） 中津弁当屋共同体の解体から 
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 ① 問題の所在 

 中津弁当屋共同体崩壊の原因として、自己批判要求がなされたことをあげた。 

 しかし、自己批判要求が内ゲバの入り口だという認識は共通感覚ではなかった。 

 左翼党派の流儀が若者たちの政治的行為を規制していること。 

 党派政治の自然発生性への拝跪。 

 ② どうするか。 

 革命後の政治の具体化。 

 そのためには、一人一人が政治的主体であることの認識が必要。 

 政治的主体同士の関係として政治を構想する。 

 つまり、一人一党の時代の政治について考察することが迫られている。 

 政治経験のない人々は自らの日常生活も含む政治的行為に責任を取ってもらうことで、

自ら学んでもらう。 

 ③ 文化知からみた政治的主体 

 現代人の自己神格化、これを以前は否定的にとらえていたが、肯定的に考えよう。 

 政治的主体は一人で構成できる。一人一人が政治的主体である。 

 自己神格化以前では、政治的主体は個人ではなく団体であり、階級であった。しかし自

己神格化が進んだ結果、団体や階級がその役割を果たせなくなってきている。一人一人を

政治的主体として解放できるような政治が求められている。 

 

３）政治について原理的なことから 

 レーニンはどこかで言っている。「政治とは説得によるか強制によるかにかかわらず、他

人の意志の領有である。」この観点から中津共同体の紛争発生時に政治について考えてみた。 

「政治について（メモ）  2016 年 6 月 14 日～ （未定稿）」より 

（１）政治概念の拡張 

 政治とは、現在の日本では、一般的には日常生活とは区別された非日常の世界の出来事

だと考えられています。そのさい、議会制民主主義における政党政治がモデルであり、政

治学の対象も、この政治が中心です。しかし、政治の本質を、同意によるか強制によるか

を問わず、他人の意志の領有であると捉えると、政治の領域は政治学の対象にとどまらず、

日常生活における行為一般に拡大され、社会学や心理学の対象が含まれてきます。 

 私は現在および過去に、大学に在籍し、あるいはしていた研究者の研究は、実践を遂行

する上で、おおむね頼りにならないことを、彼らの著書を通じて痛感させられていますが、

しかし大学にいまだ幻想を持っている人たちも多いので、あえて学問領域について触れて

います。そして今見たように、政治が広い学問領域に広がっている対象だとすれば、既成

の学問の手に負えない問題だということになります。 

政治についての定義で忘れてはならないものは、有名なクラウゼヴィッツの「戦争とは

他の手段をもってする政治の継続にほかならない。」ですが、これに加えて、「社会におけ

る人間の行動はすべて政治である」という定義を新たに提起したい。 

このように定義された政治は、原初的には対面関係において発生しますが、そこでの政

治力学はすでに論じたことがあるので繰りかえしません。ここで取り上げたい事柄は、人

間の日常生活における行動が政治であるとすれば、政治についての理解なしには他者とう

まく付き合えないということであり、逆に言えば、現在日本社会で顕著に表れているコミ

ュニケーション障害も、実は政治の問題だということを明らかにしていきたいのです。 

私は弁当屋の紛争につての見解表明において、しばしば毛沢東に言及しています。それ

は、革命戦争についての一定の知見なしには、現代世界の政治、つまりは私たちの日常生

活について語れないからです。弁当屋のメンバーと一緒に、不可視委員会の『来るべき蜂

起』の輪読会をやったのも、明示しはしませんでしたが、無意識の裏にはそういう問題意

識がありました。不可視委員会は明確に現在のフランスを戦争遂行国家と捉えて、それに

対するパルチザン戦争を実践の指針としていました。この認識についての私の意見はすで



 

14 

 

に述べてありますが、ここでは私のこの間の政治の裏にある無意識について意識化したい

のです。 

（２）現時点での政治の課題 

私は 1969年 5月に革命戦争のためには軍を建設するしかないという政治的結論に到達し、

いろいろありましたが、最終的には共産主義者同盟（RG）という党派で活動し、1976 年に

一斉逮捕で敗北を余儀なくされた経験をもっています。その間に他党派もいろいろな形で

戦闘を試み、それぞれ敗北させられていったのですが、とりわけ大きな事件として扱われ

たものは、連合赤軍の浅間山荘での闘いと、東アジア反日武装戦線の闘いでした。 

連合赤軍の場合は浅間山荘での銃撃戦のあと、内部粛清が発覚し、その後延々とこの問

題がマスコミで報じられるということがありました。私はこの事件の総括を、軍を組織す

れは、小なりといえども国家を形成したことになり、そして党派における政治と国家を統

治する政治とは本質的に異なるものであるべきなのに、連合赤軍は実現したミニ国家にお

いて党派政治しかできなかった結果、リンチ殺人へと進まざるを得なかったと解析しまし

た。もしミニ国家という政治的認識があれば、反対派はせめて監獄に収容するくらいの配

慮ができたはずです。 

この見地から、既成の社会主義国家の政治を検討しますと、やはりそこで行われている

ものは党派政治を抜け出せていません。この問題は連合赤軍がつき当たった政治の壁は、

「社会主義国家」においても解決されてはおらず、われわれ左派の課題であると受け止め

ざるを得ませんでした。そこで、連合赤軍総括のもう一つの視点が浮かび上がりました。

私たちは、それまでは既存の「社会主義国家」を批判しつつも、しかしそれらが存在する

ことで、世界が変容しているという認識を過渡期世界論としてまとめ、世界同時革命を追

求しその戦術として日本での革命戦争を開始したのでした。しかし、その運動の限界が連

合赤軍の党的破産によってしめされたという事態をうけて、過渡期世界ではプロレタリア

ートの独裁が未形成な国家においても、過渡期の政治である文化革命を遂行することがで

きる、という見地に立てました。つまり過渡期の国家での政治形成について自らの責任と

して引き受け、その政治を作り上げることを課題としたのです。 

 

４）党派政治への批判 

（１）前衛党主義の問題点 

 コミンテルン 3 回大会組織テーゼに典型的な前衛党主義は、労働者階級やその他の大衆

運動に、外から階級意識を持ち込むといういわゆる「外部注入論」を前提にしており、そ

の結果、労働者階級や大衆運動の意識の変化それ自体に無関心になっている。それは同時

に前衛党員にとって疎外感を生み、先に触れた主体性論を登場させた。 

（２）主体性論の問題 

梅本克己の主体性論における内ゲバの論理の内包 

 梅本克己は次のように述べている。 

「この交替の決定点において、思惟によってつかまれた判断の内容を主体的に自己自身

の根底に移す場合、ここには何らかの形で既存の自我の主体的否定が果たされねばならな

い。搾取者への憎悪と組織的実践は個我滅却のもっとも自然的な発条であるが、根源的に

は有限な個から無限な歴史への転入はそこに既存の個我の完全な破砕を要請する。それは

神秘的な瞬間によるものではないが、ともかく決意の場面はここにある。この決意に指導

された洞察にして、歴史は真に理性的なその現実を示すのである。『宗教的なもの』はこの

個における歴史的自覚の中にある。ただ唯物論は、こうした自覚過程を存在そのものの底

におかないのである。」（『過渡期の意識』、138 頁） 

 主体性の確立による既存の個我の粉砕が、組織的実践に媒介されて、自我だけでなく他

者の個我にも適応すれば、自己批判要求に始まる内ゲバの論理となる。 

（３）革命運動の指導の問題 

 問題は組織テーゼの継承ではなくてプロレタリアート独裁の継承にある。革命後の政治
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を指導的組織が自ら実現することが問われているのだ。ルネサンス研究所自体が、革命後

の政治の創造主体となることが必要であり、そうなるための議論として今回の提起を考え

ている。 

ルネ研の2011年の議論では市田が社会学批判を土台に社会を論じることについて否定的

だった。また物象化論にも批判的だった。これについてのコメントはできていないが、迂

回路線の戦術のためには避けて通れない問題であると自覚はしている。市田の背景は主と

して 1968 年以降のフランスの階級闘争の政治思想史的把握にあるが、いわゆる 1968 年問

題についても別の切り口があるような気がしている。 

余白があるので、参考資料として以前のメモをつけておく。 

（参考資料） 

 

１．人間とは、社会とは 

人間とは、社会とは：メモ 

2007 年 7 月 24 日 境 

 内海博文さんの社会を考え直すという提起に誘われて、また運動現場で直面する思想問

題として、改めて「人間とは何か」「社会とは何か」という問いを立ててみます。 

１）人間とは何か、あるいは主体性とは何か 

 人間とは理性的動物である。人間とは共同体的動物である。（アリストテレス） 

人間とは言葉を話す動物である。 

人間とは考える葦である。(パスカル) 

人間とは受苦的存在である。人間とは社会関係の総体である。(マルクス) 

 実存は存在に先立つ。(サルトル) 

人間とは存在の牧人である。(ハイデガー) 

 人間とは他者の身代わりとなる一者である。(レヴィナス) 

２）社会とは何か 

 社会とは契約の産物。（ルソー、ホッブス） 

価値の実体は社会的なものだがそれは幻のような対象性である。(マルクス) 

 社会とは共同幻想である。(吉本隆明) 

 社会は意識の上には痕跡しか残さない。(レヴィナス) 

 社会とはハピドスの体系である。（プルデュー） 

 社会的なものは日々再生されている。（文化知） 

３）関係とは何か 

 関係とは対比。原因・結果の因果関係。(アリストテレス) 

 「両極は、一本の実在的な線の感性的に現存する両端である。しかしこれらの極は、極

としては、感性的な力学的な実在性を持たず、観念的な実在性を持つ。これらの極は分離

することが全く不可能である。」（ヘーゲル『エンチクロペディー』河出書房新社、253 頁） 

 「諸関係というものは、総じて、それらが互いに関係しあっている諸主体から区別され

て確定されねばならないとされる場合には、ただ思考されることが出来るだけだからだ。」

(マルクス『資本論草稿集』4 巻、116 頁) 

 関係における形態規定。（マルクス『資本論』価値形態論） 

４）発生社会学の観点（文化知） 

 人々はその生活において都度社会を発生させている。 

 人間の社会的生活は無意識のうちでの社会生成の行為を伴っている。 

 無意識のうちでの社会生成の行為を制御することは可能か。 

 意識のうちには痕跡としてしか現われない社会をどのように認識するのか。 

 理性的知から文化知へ（ハイデガーの形而上学批判の限界）。 

 

（補足）民主主義と協同 隣人愛とは他者の足りないところを補うこと、 差異を力に 同
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一性の追求の暴力性 
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7 月 29 日研究会事前配布資料 

 

2017 年 7 月 10 日 榎原 均 

 

１．ルネ研関西での綱領問題検討の経過 

 ・2010 年 12 月にルネ研ができた時に、私は研究所の長期的活動についてはわからない

が、とりあえず、ビックバン的に関西基幹研究会の冒頭企画「現代」を担当し、2011 年 2

月 19 日に、1988 年に作成した文書「緊急の課題」を検討してもらった。引き続いて基幹

研究会第二回は、4 月 16 日に企画し、第一回の継続として位置づけた。しかし、3.11 大震

災と原発事故が起き、ビックバンの企画は二回で中断させられた。また、第二回目の市田

良彦報告は、内容的には第一回目の継続とはならなかった。 

 ・私は二回の研究会のあとには「21 世紀の社会運動の綱領（案）」を検討してもらう予定

であったが、これは研究員がそれぞれの持ち場での大衆運動に忙しく、実現されなかった。 

 ・幸い、二つの研究会の議論は文字起こしされており、その内容は保存されているが、

分量が膨大なので、資料としては、「緊急の課題」に対する市田コメント、後藤コメント、

私のまとめなど数点をつけるにとどめておく。 

 ・私の記憶によれば、その後綱領的な問題についての議論は企画できておらず、今年度

になってはじめて企画された。 

 

２．事前配布資料 

29 日の研究会でこの経過についての報告をする時間がないと思われるので、事前配布資

料として配信します。事前に読んでおいてください。 

 

３．資料解題 

 一緒に配信した、「ルネ研 6 月 18 日の研究会を終えて」をまずお読みください。資料１．

「緊急の課題」は 1988 年末に作成した文書で、階級闘争の変化だけでなくソ連崩壊の原理

的根拠を示しています。資料２．から資料５．までは、2011 年 2 月 19 日の研究会に係る

記録文書です。資料７．８．は 2011 年 4 月 2 日の研究会の記録文書です。 

 資料６．は 2000 年に発表したもので、最後の資料９．は社会運動における社会変革の主

体形成を 2010 年に論じたものです。7 月 29 日の研究会では、「ルネ研 6 月 18 日の研究会

を終えて」を踏まえて、資料６．と９．との関連から説き起こそうと考えています。 

 

資料目次 

資料１．緊急の課題（榎原） 

資料２．市田コメント榎原均「緊急の課題」（1988.12）を読んで（市田） 

資料３．市田、『榎原均「緊急の課題」（1988.12）を読んで』へのメモ（後藤） 

資料４．2 月 19 日研究会を終えてメモ（榎原） 

資料５．2 月 19 日研究会を終えて補足（榎原） 

資料６．21 世紀の社会運動の綱領草案（骨子）（榎原） 

資料７．「自己権力」の系譜……第三領域としての革命（運動‐組織）論（市田） 

資料８．ルネ研報告 2011 年 4 月 2 日 （榎原） 

資料９．「いま」「ここ」からの社会変革論（境） 

 

 

資料１．緊急の課題 

 

緊急の課題 （1988 年 12 月） 榎原 均 

 

（テーゼ） 
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（1）既成の党派（旧左翼・新左翼を問わず）の政治は、全て、最小限綱領のレベルの要求

で大衆運動を組織することを土台にしていた。従って左翼の意識性は、この土台に制約さ

れているが、この意識性の狭さが 80 年代における左翼諸党派の運動の後退をつくりだした

根本的要因である。 

 

（2）今日、自然発生的な大衆運動の多くは、最大限網領のレベルの要求で自己を組織して

いる。それゆえ、最大限網領のレベルの要求で大衆運動を組織することを土台にした新た

な政治が問われている。そして、この新たな政治こそが、今日の活動家たちがもたねばな

らない意識性の内実なのである。 

 

（3）最大限綱領のレベルの要求にもとづく大衆運動は、最小限網領レベルの要求にもとづ

くそれとは、その運動の質、発展法則が異なっている。活動家たちは、最大限網領のレベ

ルの要求で大衆運動が自己を組織していることを認めるだけでなく、自分たちの意識性を

確立するに当たって、この相違に注目しなければならない。 

 

（解説） 

 

（1）最大限網領は社会革命の網領であり、政治的には階級の廃止であるが、商品・貨幣・

資本関係の廃絶をその根本内容としている。他方、最小限網領は、一般に当面の要求とし

て理解されているが、その根本は民主主義である。従来の左翼の意識性は、民主主義的要

求で組織した大衆運動を、ブルジョア国家権力の打倒へと導くことにおかれ、社会革命の

諸要求で大衆運動を組織することはその視野に入ってはいなかった。 

 そして革命運動の歴史的経験は、民主主義革命においてブルジョア階級を打破り、プロ

レタリアートの国家を樹立し、ブルジョア階級を収奪するところにまで進んだものの、商

品・貨幣関係の廃絶については、その展望さえ明らかにすることができなかった。こうし

て死滅すべく組織されたはずのプロレタリアートの国家が変質して、官僚が階級に成長し、

悪い意味での民主主義を社会の経済的関係にも徹底させ、民主主義の止揚に抵抗を試みる

ことを許してしまうという苦い事態が生じている。 

 

（2）この革命運動における困難を打破する唯一の道は、商品・貨幣関係の廃絶の実践的展

望を明らかにすることから開かれよう。そして、この実践的展望の解明は、最大限網領の

レベルの要求での大衆運動を組織することを土台とした、新たな政治運動を展開すること

を可能とするために、活動家に必要とされる意識性の要諦なのである。 

 

（3）商品・貨幣関係の廃絶の展望は、それらがどのようにして成立しているかを解くこと

から導かれてくる。そもそも貨幣は、諸商品に意志を宿した商品所有者たちが交換過程に

直面して、本能的に単一の商品金で自分たちの商品の価値を表現するという共同行為を行

うことによって生成され、そして、貨幣が生成されることによって商品関係は社会的に妥

当なものとなり得たのであった。だから、所有者が自らの所有物に価格をつける、という

行為が貨幣関係を日々再生産しているのであり、このように所有者の行為によって日々再

生産されているがゆえに、それを廃絶することも可能なのである。ところが、貨幣生成の

共同行為は、なるほど商品所有者たちの意志行為ではあるものの、商品という物象に意志

を支配された行為であり、社会的本能にもとづく行為であって、自由な人格間の自由な意

志行為ではありえない。だから当事者たちにとってこの共同行為は、無意識のうちになさ

れているのであり、それゆえ彼らの意識にあっては、貨幣がすでに存在しているから自分

たちの商品に価格をつけていると観念されていて、自分たちの共同行為が貨幣を生成させ

ているという現実は意識されはしない。 

 

（4）物象による意志支配からどのように逃れるか、という問題は、今日では大衆がいだい

ている一般的な関心となっている。だからこの問題に対しては多くの思想家たちがとりく
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んできた。しかし、現代の思想家の誰もが問題そのものをきちんと把握していないのであ

って、その解法がデタラメなものにならざるをえなかったのも当然のなりゆきであった。

問題を商品・貨幣関係の廃絶としてたてること、これが思想界の混乱から抜け出るための

出発点である。資本関係の方はどうするのか？という質問があるかもしれない。これにつ

いては、資本関係の廃絶は歴史上の経験があると答えるだけでよい。今日世界の資本関係

がいまだ存続しているのは、その廃絶の実践的展望が明らかではないからではなくて、さ

らに進んで商品・貨幣関係の廃絶の実践的展望が不明なために、革命運動が自然成長的に

得ている力を社会革命の力へと転じることができていない、ということによっているのだ

から。 

 

（5）物象による意志支配とは、根源的には貨幣生成のための本能的な共同行為に始まる。

したがって、そこから逃れるためには、本能的な共同行為を廃絶すればよい。ところが、

例え社会的なものであるとはいえ、本能的な行為を意識でもって統制しようとする試みは

直接的には失敗せざるをえない。この共同行為は、法律的、あるいは行政的措置の手にお

えない領域にあるのであって、このことはプロレタリアートの独裁の下においても変わり

はない。実際、プロレタリアートの独裁が、法律的、あるいは行政的働きかけでもって、

商品・貨幣関係を廃絶しようとする試みが破産したということは、歴史上の現実なのであ

る。 

 

（6）この歴史上の現実はまた、ブルジョア社会が成熟しない時点での試みであり、従って、

革命運動は、自らの試みを実現する物質的及び精神的諸条件をもち合わせていなかったこ

ととして理解することができる。本能的な共同行為を直接に意識的に統制することが背理

であるとしても、ブルジョア社会が成熟し、階級が成熟して、プロレタリアートの自然成

長的な力量が増大しているもとで、大衆運動が最大限網領のレベルの要求で自己を組織す

るようになってくると、この本能的共同行為を不必要とする物質的・精神的諸条件を形成

することが実践的に可能となってくるのである。貨幣を生成する本能的な共同行為は、直

接には統制できないが、しかし、この共同行為を不必要とする諸条件を形成さえすれば、

迂回的に統制することができる。そして、これが、商品・貨幣関係の廃絶のための実践的

展望の解明の手がかりなのである。 

 

（7）今日展開されている大衆運動は、自然発生的に商品・貨幣・資本関係の批判へと進ん

でいる。このことは、大衆運動が最大限網領のレベルの要求で自己を組織していることの

帰結である。しかしながら、この自然発生的な社会批判は商品・貨幣・資本関係を使用価

値の側面で捉えて、これを批判する、ということにとどまっている。使用価値は千差万別

であるので、使用価値批判にとどまる限り、大衆運動は課題別に分散化し、相互に対立し

あうことになって、社会革命に不可欠な、運動の統合をもたらしえない。こうして大衆運

動は、最大限網領のレベルの要求をかかげていながらも、その自然発生的な展開において

は、その要求を実現すべき運動の統合へと到ることが出来ないので、社会改良の道へと収

れんされてしまうことになる。今日の大衆運動の多くは、資本に組織された社会と文明に

対する使用価値批判（大規模工業批判や食品添加物批判や公害批判等々）に留まっている

ので、資本の文明に対抗する社会改良の運動という側面が全面化し、その運動が最大限網

領のレベルの要求にもとづき、社会革命を展望している、という側面は隠されてしまうこ

とになる。 

 

（8）今日の大衆運動にあって、活動家たちが運動を統合することを意図しながらも、現実

には運動の分散化と相互間の対立が進行していること、このことは運動の自然発生性が優

位であることの帰結である。もし、活動家たちが、使用価値批判からさらに進んで、商品・

貨幣・資本関係を、この社会と文明を価値批判として批判するならば、それは、この社会

と文明の統合原理を批判することを意味し、使用価値批判から出発した自然発生的な大衆

運動を統合する思想的核心を獲得したことにはならないだろうか。 
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（9）新社会の形成要素は、旧社会のうちですでに根を張っていなければならない。商品・

貨幣関係の廃絶の展望が商品所有者たちの本能的共同行為を不必要とする諸条件を形成す

ることによって与えられるとすれば、さしあたって問題となるのは，協同体である。ブル

ジョア社会においても、商品・貨幣・資本関係を排除した小協同体を形成することは可能

である。しかし、この協同体の連合がそれ独自でブルジョア社会を転覆する普遍的な運動

体に成長するという実践的展望は夢想にすぎない。貨幣生成の共同行為を不必要にする諸

条件を経済的に形成する、というこの試みは、商品・貨幣・資本の価値批判にもとづく新

たな文化形成のネットワークとして自己を位置づけたとき、意義あるものとなろう。ブル

ジョア社会における新社会の形成要素で、今日決定的に不足しているものは価値批判の文

化である。この文化こそが、貨幣生成の共同行為を不必要にする諸条件のうちのブルジョ

ア社会に根を張ることの可能な主要なものである。今日の大衆運動の戦線が、商品・貨幣・

資本関係の廃絶の実践的展望としてある文化の形成を自己の課題とするとき、社会革命を

めざした運動の統合は現実のものとなるであろう。 

 

 

資料２．市田コメント 榎原均「緊急の課題」（1988.12）を読んで 

 

榎原均「緊急の課題」（1988.12）を読んで 

 

2011.2 市田良彦 

 

 メモ的に―― 

 

 ①「党派の政治はすべて最小限綱領のレベルの要求で大衆運動を組織することを土台に

していた」、しかし②「今日、自然発生的な大衆運動の多くは最大限綱領のレベルの要求で

自己を組織している」。 

 正鵠を射た指摘だと思える。しかし付された「解説」やＭＬ主義の「常識」（最小限綱領

＝民主主義レベルの要求、最大限綱領＝商品・貨幣関係の廃絶）に、その理解を限定しな

いほうがいいかもしれない。というのも、①は運動とその主体形成、さらに革命に至るプ

ロセスについての「段階論」と不可分であり、②は貨幣‐商品関係の否定を即座には含意

しないまま（つまり社会全体にかんする最大限綱領をもたないまま）、何らかの理想的関係

を「拡大」していく運動論となって現れることもあるからである。榎原氏がどういう現実

的事態を念頭に置いて、このように 1988 年末に書かれたのかは、本人の口から語ってもら

うとして、ここでは私なりに整理・拡張された理解を記したい。 

 

 ①の典型として。まずは私たちにはある意味で馴染み深い、議会主義に転じた共産党の

図式――選挙で「民主的」政権ができなければ、個々の大衆運動に勝利はない。あるいは、

個々のテーマ（「課題」＝勝敗のメルクマール）に縛られた運動は、それこそが政治である

選挙に集約されるべき。(1) 具体的テーマに縛られた「低い」レベルでは「広範な統一戦

線」を、(2) 国政レベルでもまずは反ブルジョワ‐反資本主義の政治的「統一戦線」を。

(3) それから「社会主義」－「共産主義」への移行を。議会主義を否定しても基本的に「段

階論」は同じ。その典型例としての中核派によるかつての三里塚「軍事空港論」。「軍事空

港論」は農民の局地的な闘いを全国的政治課題に「押し上げ」ようという論理だった。し

かしそれは、(1) 土地を守ることそれ自体に大した意味はない、(2) 農民の大義とは政府

の無茶な「手続き」に対抗する民主主義的大義である、(3) 成田は「軍事空港」であるか

ら、即自的には「低い」レベルにあるこの闘争が「高い」政治的意味（日帝のアジア侵略

阻止！）をもつ。(4) したがって労働者や学生という非当事者が「主体的に」参加する意

義も必然性もある、と事実上述べる論理だった。私たちはこうした段階論の陥穽と欺瞞を

すでに十分知っている。運動の「段階」を「押し上げる」には、ある時点で「負ける」こ
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ともよい（「革命的敗北主義」の転用）、勝てるかどうかよりも「原則的に正しい」主張を

したほうがよい、云々。党派‐活動家は「大衆」よりも「進んでいる」。その結果、「段階

論」は運動の開始時点においては、不正の告発（誰でも同意できると想定された大義）し

か言うことがなく、党派の政治は一種の倫理主義として表明される。その告発がどこまで

大衆の耳に届くかは「情勢」（大衆の「気分」を含む）次第だから、この政治は実は客観主

義的待機主義を含んでいる（いつか成功するときが来る！――それまで我慢するのが活動

家たる者の倫理である／我々の言うことに耳を傾けるのが人の道だ！）。労働組合的論理

（「プロレタリアート」の利害）の追求が、そのまま体制の転覆に直結する戦略でありえる

（と信じる）かぎりは、段階論は理に適っている。しかしその場合でも、あるいはそれが

まさに客観性を失ったときには、「体制が転覆されるまでどんな運動も勝てない」という逆

説が残る。明日の勝利が今日の勝利に先行しなければならない！ すると負け癖がつく。

負けが込めば込むほど、党派的集団は「おせっかいなボランティア」的色彩を強める（信

念に裏打ちされているので一定頼りにはなるが、「負け」ていなくなることもある）。 

 

 すでに 60 年代末から、一途に権力奪取への道を駆け上がろうとするこうした段階論では

ない道は模索されていたはず。「社会革命論」と呼ばれることもあったし（生協とか、「共

同体」とか）、70 年代末の三里塚闘争をめぐる議論では、中核派の「軍事空港論」に対抗す

る形で「生産‐生活‐闘争の一体化」論が登場した。それらは段階論に対しいわば「拡大

論」の系譜として、かなり昔から存在していたのでは？ 資本主義の現段階とは別の「関

係」を今・ここで作り出し、それを社会的に、様々な手段を講じて拡大して行こう、とす

る路線。その別の「関係」に貨幣‐商品形態の廃棄まで含まれているかどうかはさして重

要ではなく、「オルタ」にとどまるから、その空疎さゆえに逆に「最大限綱領」的に見える

こともあるのではないか。この路線の問題は「関係をかくめいする」力に関しては資本主

義のほうがよほど強力であったこと（吉本は少なくともそのことは知っていた）。フランス

の例では、６８年にもっとも「過激」であったはずの人々の直接の後継である「リベラシ

オン」紙が、いまやただの左派系一般紙。「文化大革命」は「階級闘争の継続」も「消費社

会の肯定」も可能にしたことを忘れるべきではない。つまり段階論への対抗として拡大論

を追求すると、「革命」は容易に消え失せる。あるいは観念のインフレに見舞われる（なん

でもかんでも「革命」を語りうる）。ポストモダン現象は一部、そうしたものとして説明で

きるだろう。実際、ポストモダン概念を肯定する左翼（あるいはポストマルクス主義と自

称した人たち）は、ミクロな闘争を「繋いでいく」（＝「拡大」の一形態）ことで左翼とし

て生き延びようとした。 

 

 つまり①と②は「機動戦」と「陣地戦」の分岐や対立のパロディのように、あるいはそ

の歴史的な反復のように、少なくとも運動論的には見える。現にラクラウ＝ムフは「ポス

トマルクス主義」の旗印でグラムシを再評価した。 

 

 榎原氏は（『赤報』論文において）「社会革命」と「文化革命」の概念を導入する。そこ

での「社会革命」は貨幣‐商品形態を廃棄していくプロセスとして定義されているようだ。

では「文化革命」は？いずれにしても榎原氏の概念構成はレーニンの経験を下敷きにして

いるように思える。まず「政治革命」があり、つぎにプロ独のもとで社会主義化（→共産

主義化）と国家の死滅がはじまり（それが「社会革命」）、自らの死の間際にその不調を自

覚して「文化革命」が必要なのだと語るにいたった順序を参照して、三つの革命は分節さ

れているのではないか。とすれば「文化革命」の中身はさしてないと言うべきだろう。人々、

とりわけ党員の「意識」が変わってくれないとね……と述べるだけとさして変わらない。

実際、レーニンは指令を待つことに慣れた同志たちに向って、諸君、商売を覚えたまえと

語っていた。中身がないか、それとも大きすぎる内実を「文化」の一言に押し込んでいる

か。ジェイムソンは彼なりにマルクス主義の「文化論的転回」を語っていたが、その中身

は俗に言うアイデンティティ・ポリティクスとどれほど異なっていたか（あるいは歴史的・

現実的に異なりえたか）？これは榎原批判ではない。「文化」を語ることの罠は今日最も警
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戒すべきことがらではないのか、という提起にすぎない。 

 

 政治革命と社会革命の峻別も問題。これはマルクス主義陣営の外に目を向けるとよく分

かる。ハンナ・アレントが行った二つの革命の区別が、今日の公共性論（新しい「社民」

ないし「構造改革」派と言えるかも）に大きな基礎を与えているのである。すなわち、社

会革命路線はフランス革命以来すべて「全体主義」に行き着いた、よって革命はあらかじ

め限定された公共性レベルの政治革命に限定せよ、という議論である。 

 

 政治革命と社会革命の「止揚」――つまり区別を前提にした「総合」――路線もまた危

険性をもっている。歴史的にみて、一定の「止揚」に成功した例は中国革命期の「長征」

であるだろうが、それを一般路線化すれば容易にクメール・ルージュ型「戦士共同体」志

向が生まれる。 

 

 段階論と拡大論の分裂は、運動論レベルで広く社会的に発生する以前に、共産主義にと

っては「党」の問題として経験済みなのではないか。というのも、正統共産主義派にとっ

て運動が段階論的に発展していくほかないものだったとしても、党はまさに共産主義を先

取りした人間関係・社会関係を内部に実現した場として意識されていたからである。共産

主義者にとっては、この党内関係を全社会化することが革命であり、党員を増やすことは

工作者の増大であると同時に共産主義的関係の社会的拡大でもある、という一面をもって

いたはずである。要はプロレタリアートの過半が党員になった瞬間、革命は運動としても

社会状態としても勝利しているのである。 

 資本主義社会に浮かぶ孤島のような、未来社会としての党の現実的な問題はつねに財政

問題である。党員は資本賃労働関係の「外」にいるのであるから、革命が成就するまで「カ

ンパ」（機関紙の「販売」を含む）によって生きるほかない。それがどういう事態を党とい

う存在に強いるかは、あらためて指摘するまでもないだろう。とにかく、党員とは革命が

成就するまで貧乏に耐える存在であると現実によって定義付けられる。搾取された人々か

らの拠出金が「貧乏」レベル以上の生活をもたらしてよいわけはない！党員にとっては、

革命運動は我慢比べのような側面をもつ…… 党の財政破綻こそ、社会革命路線（理想的

関係の「拡大」路線）の不可能を実証しているかもしれない。（続く……） 

 

 

資料３．市田、『榎原均「緊急の課題」（1988.12）を読んで』へのメモ 

 

2011 年 2 月 14 日 

 

市田、『榎原均「緊急の課題」（1988.12）を読んで』へのメモ 

         後藤 

 

市田さんの上記文書に触発されて、以下のようなメモを作りました。議論の素材にしてい

ただければ、と思います。 

  

1)レーニンの 17 年革命までの「最小限綱領」は、ツアーリの打倒を掲げるものであった。

当時、「労働組合的論理の追求」がそのまま国家権力の打倒＝旧来の政体の暴力的破壊＝新

たな政体の樹立＝革命問題に直結していた。民主主義要求は、共和制の要求であると同時

に、革命党の側からすれば労農民主独裁というヘゲモニー問題として提起され、永続革命

論へと接合された。 

  

2)だが、ブルジョア民主主義（議会制民主主義）が成立した国では、民主主義要求は、議会

制民主主主義に吸収され、政権担当政党の選択に吸収される。これにより、 

①大衆運動の革命的高揚は、ブルジョア民主主義の成立していない政治体制と比べて発生
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しにくい。 

②大衆運動の高揚があっても、ブルジョア民主主義的国家体制＝議会制＋官僚制・常備軍

の破壊要求まで行き着かない。 

  

3)赤軍派前段階武装蜂起論にいたる関西ブント政治過程論の系譜は、60 年安保・70 年安保

といった「全人民的政治課題」を措定し、その政治課題への大衆動員－街頭デモ＝機動隊

との衝突によって、運動の「広さ」と「深さ」を拡大することを通じて、ブルジョア民主

主義の下での国家権力問題に迫ろうとするものであった。 

  

4)70 年代以降の、狭山闘争や三里塚闘争は、これとは異なる。「安保闘争」は安全保障とい

う軍事・政治という政府問題に直結し、客観的には全ての国民に影響を及ぼしうる課題＝

「全人民的政治課題」であったが、狭山闘争や三里塚闘争の即自的な要求そのものは、限

定され、狭い課題であった。 

 これらの闘争は、60 年代末の闘争の高揚からの後退戦のなかで「機動戦」化しただけで

あり、本来的には「陣地戦」的課題である。 

  

5)上記 3)のような、シェーマの可能性を保持しつつ、現在的には、「陣地戦」を展開するほ

かはない。が、「陣地戦」を戦略として成立させるためには、次の二つの条件が必要である。 

①「応援部隊が来ること」。つまり、力関係を転換させる主客の条件があること。さもなけ

れば、敵のイデオロギー的・経済的重包囲に兵糧切れで自滅するほかはない。 

②グラムシが言う所の「ヘゲモニーの前代未聞の集中」。ここに、党の現在的に重要な役割

を見る。 

 つまり、機動戦を展望しつつ、政治的・経済的・イデオロギー的な「陣地」を作り、拡

大していく。陣地戦と機動戦の間をつなぐために、毛沢東持久戦論を機動戦・陣地戦・地

下戦に応用し、党的戦略的展望を作り出すことにより、「ヘゲモニーの集中」を（主観的に）

担保する。 

 

上記のような、いわばグラムシの提起した「西方での革命」の問いにグラムシと毛沢東

を援用して応えようとする構想を、個人的には 10 年ほど前まで持っていたが、現在では特

に３)についての疑問を持つようになった。とりあえず、疑問点を挙げると、 

  

a) 民主共和制の樹立なり、植民地支配からの独立なり、一「国民」が歴史的に達成すべき

課題がなくなった。不均等発展の法則の下で形成される「帝国主義の弱い環」での革命、

という展望が成立しない。 

 むろん、現代においても開発独裁に反対する民主主義要求は成立するが。。。 

  

b)そうしたとき、「国民的」＝「全人民的課題」を巡って暴力革命を行い、その過程でプロ

レタリアートがヘゲモニーを握ることを通じて、「社会主義革命」へと強行転化する、とい

う永続革命論的シェーマが成立しない。 

 つまり、「安保」闘争などを「広く」「深く」推進したところで、「ブルジョア民主主義的

政体」の破壊まで行き着くようなエネルギーをそこに期待しうるのか、という疑問。こう

した政府批判は、しょせん「政策」を巡るものでしかなく、せいぜい政権政党の交代を結

果するに過ぎないのではないか。今日の戦争が、戦前のような国民総動員体制による帝国

主義間戦争（つまりは「戦争反対」が全人民を巻き込んだ政治課題となった）ではなく、

帝国主義的世界秩序維持のための警察的軍事行動という性格に変わった為、自国政府に対

する反戦闘争も「帝国主義戦争を内乱に」転化させるほどの危機を結果せず、政権の交代

と政策の変更に吸収される。 

  

c)人民の前衛としてのプロレタリア、その前衛としての共産主義党というレーニン主義的シ

ェーマが成立したのは、当時の(独占）産業資本主義の社会の中での（革命的な）位置と、
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プロレタリアートの定在形態（大工場に集中して協業していたという）という条件を前提

としていたが、現代の「先進国」においてはそのような条件を喪失しており、現代・「先進

国」における革命主体の措定とその闘争戦術、および党の位置と役割が新たに創出されな

ければならない。 

以上。 

 

 

資料４．2月 19 日研究会を終えてメモ 

 

19 日研究会を終えてメモ   榎原 

 

Ⅰ．研究員からの問題提起（参加者 16 名） 

１．自然発生的な大衆運動が、最大限綱領の要求で運動しているとは具体的にどういうこ

とか。 

２．このような内容を、1988 年の時点で提起できた背景はなにか。 

３．当時の運動はバラバラだったという印象。市民運動が使用価値批判に終始し、党派に

対してネガティブだった。これで最大限綱領的な要求をもっていたといえるのか。 

４．ソ連の崩壊もあり、社会革命派的な受け入れ方になるのではないか。 

５．商品貨幣関係が日々再生産されているという考えは印象的だったが、文化でどこまで

突き詰めていけるのか。 

６．脱物象化というと表象の批判になるのではないか。権力と生産手段を奪い合うなかで

大衆がどう生産手段を確保できるのか。 

７．共産主義の内容を商品貨幣資本の廃絶というのは狭いのではないか。 

８．80 年代以降の状況分析、歴史過程のなかで、政治運動と社会運動、党と大衆運動を二

項対立的に捉えているのでは。大衆運動が最大限綱領の要求で自己を組織しているという

のは意味付与でしかない。 

９．大衆運動の質をどう見るかが問題。最小限・最大限綱領という枠組みは 70 年代はどこ

も使っていて、綱領論争を思い出す。自分の考えとしては、最大限・最小限、という提起

の仕方から脱却すべきだというもの。形式の問題として、革命観において 100 年の思考の

枠組みを突破したい。党建設にとっても重要。 

10．現場の立場からすれば何をいいたいのか分かりづらい。大衆運動が最大限で、党派が

最小限というのは、70 年代に変容しているのではないか。ロシア革命、中ソ分裂で、革命

の波が一つの着地点を迎えた。ニューレフトは左翼反対派的弱点を持っている。最大限―

―共産主義の再構築が問われていた。帝国主義と抵抗しながら再構築し、次の社会の萌芽

を生み出すことが問われる。政治革命と社会革命、最大限綱領と最小限綱領といった見方

についての総括が必要。 

11．権力打倒が中心で、社会革命は視野に入っていなかった、ということはよくわかる。

社会革命に関わっているはずなのに、その中身のなさ。結論部分で、社会と文明の統合原

理を批判すると書かれているが、共産主義と同じ意味か。価値批判の他にも何かあるので

はないか。 

12．物象化による意志支配から逃れるということですべてか。 

13．よくわからない。党の問題は権力の問題で、政治弾圧に勝つための党組織の技術集団

としての存在と階級の代表ということとの間の矛盾を感じている。 

14．大衆運動が最大限綱領で自己を組織しているとは具体的にはどういうことが、具体例

がほしい。 

15．小協同体は可能といっているが、具体的にどんなものか。 

16．権力論的に見て文化形成のネットワークはどのようにして自己権力になれるのか。 

17．枠組み自体に反対。最大限綱領とは資本主義を打倒するというレベルの闘争だから、

大衆運動はその萌芽を含んでいるとは看做せるが、その要求で自己を組織しているわけで

はない。 
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18．政治革命か社会革命かという問題の立て方が間違い。社会革命か社会改良かというの

が本来の形。政治革命で社会革命を含まないものはない。 

19．物象化論についてはルカーチの階級意識論を思い出す。虚偽意識の批判であれば、レ

ーニンの外部注入論のほうが正しい。レーニンの理論には二つあり、労働運動の外部から

の注入と、資本と賃労働の関係の外部、国家と諸階級の関係の持込だ。外部注入しかない。 

20．RG の指導者としては第二次ブントの総括として出すべきではないか。武装闘争で革命

をやろうとしたことが、ダメだったというべき。 

21．文化論に収斂してしまってなぜ国家論、市民社会論がないのか。 

22．政治より社会の方が広い。マルクスは政治的精神を持ってする革命か社会的精神をも

ってする革命かと言う問題を提起し、労働現場に置ける小さな反乱に注目している。 

23．物象化・脱物象化という言い方はしない方がいい。消費者大衆を馬鹿にしているので

ではないのか。 

24．共産主義とは所有形態を問題にしているが、社会主義は所有のない状態で分業を問題

にしている。国家の死滅後の社会を考えている。 

 

Ⅱ．寺田研究員の報告 

 

 

資料５．2月 19 日研究会を終えて補足 

 

19 日研究会を終えて 

 

2011 年 3 月 3 日 榎原 均 

 

Ⅰ．研究員からの問題提起 

2 月 19 日のルネサンス研究所研究会「現代」の参加者は 16 名だった。まず一通り「緊

急の課題」についてのコメントをいただいた。そのコメントについて当日の議論を踏まえ

て意見を述べておきたい。 

 

１）「自然発生的な大衆運動が、最大限綱領レベルの要求で自己を組織しているとは具体的

にどういうことか。」 

 まずこの質問から取り上げる。その際、最大限綱領と最小限綱領という言葉の意味や、

この対比自体の問題点なども議論されたが、この文書が書かれた当時の意味について述べ

ることからはじめる。 

 最大限綱領とは社会革命の要求で、最小雁綱領とは資本主義（ロシアの場合はツアー帝

政）の枠内で実現可能な要求（主として民主主義的要求）という考え方は一般的だったと

思う。ブントに関してして言えば、政治過程論的発想で、徹底した民主主義を実行したが、

これも最小限綱領の枠内にある。 

 既成の党派の政治がみな最小限綱領であるという批判は、69 年から軍事組織をつくり、

非合法党の活動を経験して得られた立場からのもので、軍事組織をつくって日常の闘争か

ら一旦離れた時に、日常闘争をどう指導するかという課題とは別の、直接的に共産主義と

は何かという議論（綱領論争）が起きたことにもとづく。既成の党派の政治には直接的に

共産主義とは何かと問うような観点はなかった。このような問いはお題目だといって非難

されてきたのだ。 

 だから政治運動が最小限綱領で、社会運動が最大限綱領だというようなことを主張して

いたわけではない。 

 大衆運動が最大限綱領的な要求で自己を組織しているということの意味は、大衆の要求

が、資本主義の枠内では解決できないレベルのものとなっているということ。当時は環境

問題が中心となって運動が起きていたが、資本や商品に対する批判やスモールイズビュー

ティフルのような考え方もそうだ。 
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 現在に即していえば、雇われて働きたくない、もう一つの働き方を求めるという要求が

中心的なものだ。 

 最大限綱領については「最大限綱領とは資本主義を打倒するというレベルの闘争だから、

大衆運動はその萌芽を含んでいるとは看做せるが、その要求で自己を組織しているわけで

はない」というコメントもいただいている。これに関していえば、綱領の内容と現実の運

動との同一視があり、このような考え方からすれば、最大限綱領は革命的闘争の段階以前

には存在し得ないことになる。そうではなく資本主義の枠内では実現できない要求だ。 

 

２）「このような内容を、1988 年の時点で提起できた背景はなにか。」 

 この点については用意したレジュメを参照してほしい。70 年代初頭の武装闘争の総括と

して、「緊急の課題」を書いた時の問題意識を再現したものだが、以下に引用する。 

「 三つの発見 

１．小なりとも軍事組織を作って武装闘争を始めると、国家になる。 

２．国家になると政治は党派の論理では不十分となり、国家による統治が問われる。 

３．ソ連や中国の経験も含め、プロレタリアート独裁の国家による統治は未開発。 

 三つの課題 

１．ソ連や中国での革命以降、プロレタリアートの独裁が実現されてはいない諸国でも文

化革命が可能となった。 

２．文化革命の促進のためには政治の基準を文化におくことが問われる。 

３．文化革命は、本能的共同行為を迂回して不要とする脱物象化を実現する。 

 三つの結論 

１．二桁の党派も、何千万人の党派も、維持するための努力は同じ力量を要する。（指導者

の資質の問題ではなく、党派の存在基盤が問題） 

２．一人で党派をつくれる人間を 10 人集めてひとりの人間のように組織できなければ新し

い党派はつくれない。 

３．新しい党派は出来る時にはおのずから出来る。」 

 この内容で、88 年の時点での背景を理解していただきたい。 

 総括に関しては「RG の指導者としては第二次ブントの総括として出すべきではないか。

武装闘争で革命をやろうとしたことが、ダメだったというべき。」というコメントをいただ

いている。 

 このコメントに関していえば、武装闘争の総括は『共産主義』18 号（1983 年）で提起し

ていた。そこでは武装闘争に敗北したこと、その総括は提起しているが、「武装闘争で革命

をやろうとしたことが、ダメだった」という内容ではない。私たちは、このような内容で

総括することには反対であったし、このような総括をする人たちへの批判を「清算派批判」

として、ずっと繰り返してきた。 

 

３）「当時の運動はバラバラだったという印象。市民運動が使用価値批判に終始し、党派に

対してネガティブだった。これで最大限綱領的な要求をもっていたといえるのか。ソ連の

崩壊もあり、社会革命派的な受け入れ方になるのではないか。」 

 政治運動を最小限綱領の枠内としたことで、社会革命をいわゆる社会革命派の主張とし

て理解されているようだが、背景でも述べたように、共産主義の内容が問われ、それを実

現するものとして社会革命を想定していた。 

「80 年代以降の状況分析、歴史過程のなかで、政治運動と社会運動、党と大衆運動を二

項対立的に捉えているのでは。大衆運動が最大限綱領の要求で自己を組織しているという

のは意味付与でしかない」とか、「政治革命か社会革命かという問題の立て方が間違い。社

会革命か社会改良かというのが本来の形。政治革命で社会革命を含まないものはない」と

いったコメントをいただいているが、大衆運動を 60 年安保型の街頭闘争に限定しているよ

うに思う。60 年安保型の大衆運動は歴史的一時期に登場しえたもので、70 年安保闘争では

別の形になっていたし、以降はずっと不発だ。 

 



11 

 

４）「商品貨幣関係が日々再生産されているという考えは印象的だったが、文化でどこまで

突き詰めていけるのか。」「脱物象化というと表象の批判になるのではないか。権力と生産

手段を奪い合うなかで大衆がどう生産手段を確保できるのか。」「共産主義の内容を商品貨

幣資本の廃絶というのは狭いのではないか。」「結論部分で、社会と文明の統合原理を批判

すると書かれているが、共産主義と同じ意味か。価値批判の他にも何かあるのではないか。」

「物象化による意志支配から逃れるということですべてか。」 

 これについては次回の議論を待ちたい。 

 

５）「大衆運動の質をどう見るかが問題。最小限・最大限綱領という枠組みは 70 年代はど

こも使っていて、綱領論争を思い出す。自分の考えとしては、最大限・最小限、という提

起の仕方から脱却すべきだというもの。形式の問題として、革命観において 100 年の思考

の枠組みを突破したい。党建設にとっても重要。」「大衆運動が最大限で、党派が最小限と

いうのは、70 年代に変容しているのではないか。ロシア革命、中ソ分裂で、革命の波が一

つの着地点を迎えた。ニューレフトは左翼反対派的弱点を持っている。最大限――共産主

義の再構築が問われていた。帝国主義と抵抗しながら再構築し、次の社会の萌芽を生み出

すことが問われる。政治革命と社会革命、最大限綱領と最小限綱領といった見方について

の総括が必要。」「権力打倒が中心で、社会革命は視野に入っていなかった、ということは

よくわかる。社会革命に関わっているはずなのに、その中身のなさ。」 

 この辺のところがルネ研で議論すべき内容だと思う。 

 

６）「よくわからない。党の問題は権力の問題で、政治弾圧に勝つための党組織の技術集団

としての存在と階級の代表ということとの間の矛盾を感じている。」「小協同体は可能とい

っているが、具体的にどんなものか。」「権力論的に見て文化形成のネットワークはどのよ

うにして自己権力になれるのか。」「物象化論についてはルカーチの階級意識論を思い出す。

虚偽意識の批判であれば、レーニンの外部注入論のほうが正しい。レーニンの理論には二

つあり、労働運動の外部からの注入と、資本と賃労働の関係の外部、国家と諸階級の関係

の持込だ。外部注入しかない。」「文化論に収斂してしまってなぜ国家論、市民社会論がな

いのか。」 

 ここでコメントにある権力の概念はベクトル的な力を想定している。ところが文化の力

はベクトル的には働かず、感染という形で広がる。共鳴が基本だ。あと、文化的勢力は重

力的に評価することが大事だ。存在がどのようなベクトルを持っているかではなく、その

重みそのものが権力に対抗している。 

 なぜ国家論、市民社会論がないのかという意見については、対面・対話関係の中に国家

と市民社会が萌芽としてあること、対面・対話関係から国家と市民社会を位置づけなおす

ことなしには、大衆運動が最大限綱領のレベルの要求で自己を組織しているという理解に

は到達出来ないだろう。ただし、「『いま』『ここ』からの社会変革論」は社会生成の原理を

説いたにとどまり、国家や市民社会生成にまで敷衍していない。コメントによってその敷

衍の必要性が理解できた。 

 

７）「政治より社会の方が広い。マルクスは政治的精神を持ってする革命か社会的精神をも

ってする革命かと言う問題を提起し、労働現場に置ける小さな反乱に注目している。」「物

象化・脱物象化という言い方はしない方がいい。消費者大衆を馬鹿にしているのでではな

いのか。」「共産主義とは所有形態を問題にしているが、社会主義は所有のない状態で分業

を問題にしている。国家の死滅後の社会を考えている。」 

 この問題提起は 13 日の KCM で議論する課題だ。 

 

Ⅱ．次回研究会の課題 

 

１）市田コメント 

 次回は市田コメントにある文化の捉え方を一つの軸に議論したい。 
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２）「21 世紀の社会運動の綱領草案」 

 19 日の議論にあった、５）のテーマについての議論を進めていくために、「21 世紀の社

会運動の綱領草案」（2000 年 1 月）を検討材料にしたい。頁を改めて貼り付けておく。 

 

３）19 日の研究会のテープ起こし 

 19 日の研究会のテープ起こしをやっている。予算は 2 万円で、研究会参加者のカンパで

賄いたい。なお、今回の報告はメモに基づくもので、テープ起こしが出来た段階では、紹

介したコメントについて、ニュアンスの違いがありうることをお断りしておく。 

 

 

資料６．21 世紀の社会運動の綱領草案（骨子） 

 

21 世紀の社会運動の綱領草案（骨子）（2000 年 1 月 4 日）      榎原 均 

 

はじめに 今何故綱領か 

 

 従来の共産主義運動の綱領は、プロレタリアートが政治権力を奪取するところからしか

社会革命は始まらないという共通の見地に立っていた。だから綱領は、党の綱領であり、

その内容は政治一元主義だったが、このような綱領では、今日の社会運動を組織する事は

出来ない。 

 ソ連の崩壊は、この推論の現実性を証明するものであった。しかし、それ以降急速に進

展してきた世界単一の資本市場の形成は、新たな社会革命の展望を提示しつつある。しか

も、新しい社会運動も 20年近い経験を積み、その運動の発展法則について理解しつつある。 

 綱領はやはり政治文書であり、政治の比重が落ちていっている今日の社会のなかでは、

政治綱領の重みも下落していっている。全ての領域の運動を綱領に体系化する事は出来な

いし、又、その必要もなかろう。 

 とはいえ、現代世界の歴史的段階と政治的判断、及び、次世代の社会システムの構想を

明らかにするという作業は残されているし、これらの内容が提示されれば、今日展開され

ている新しい社会運動、それには、文化的運動から経済的な取組まで含まれているが、そ

れらの運動が、自らの位置を相互に了解していけるであろう。 

 従って、今ここで公表する綱領草案は誘い水である。それぞれの運動体は、自らの綱領

や宣言をもつ時期に来ている。そのことが可能となる方向に全体を媒介していけるような

文書の起草を目指したい。 

 

（A）信用資本主義の成立 

 

（1）20 世紀の資本制的生産の発展の歴史的特徴は、労働の社会化に対抗する資本制的外被

の社会化の進展にあった。 

 

（2）1971 年のニクソンによる金・ドル交換停止に端を発した、管理通貨制から変動相場

制への移行は、資本制的外被の社会化を極点にまで押し進める新たな出発点となった。 

 

（3）変動相場制への移行は、ブルジョア社会の国家形態による総括を脱力化する経済的諸

条件をつくり出した。ユーロダラー市場が民間の国際金融市場として巨大となり、各国通

貨当局の力を脱力化していくなかで、資本の輸出が国家間での資本の国際的移動にとって

代わられた。多国籍企業を土台とした多国籍銀行をはじめとする金融機関が、オンライン

システムで結びついた国際金融市場を発達させる事で、遂に国境にとらわれない世界単一

の資本市場が形成された。 
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（4）世界単一の資本市場の土台は、生産の集積によって形成された。今日、資本制的大企

業が多国籍企業となり、世界的寡占を実現し、その売上額は中位の国家の国民総生産と肩

を並べるほどの巨額なものとなった。他方で、諸資本の競争による技術革新は、コンピュ

ータの発達による情報革命をもたらし、従来銀行等の金融機関が私的に所有していた支払

決済システムをオンラインで結びつけて、単一のネットワークに連結し、支払決済システ

ムを私的所有の枠の中での臨界にまで社会化した。 

 

（5）世界単一の資本市場が形成されたことにより、その政治的代表部の形成が進んだ。グ

ローバリゼイションがその合い言葉であった。アメリカ政府は、国民国家 USA の政治的代

表部でありながら、同時に、世界単一の資本市場の政治的代表部として機能しつつあり、

先進国サミットを主催している。また、GATT を WTO に改組し、IMF や世界銀行の再編

や国連へのてこ入れを始めている。 

 

（6）世界単一の資本市場が形成されたことにより、資本主義は、信用資本主義の段階に入

った。債権・債務関係が信用の原基形態であるが、この原基形態の上に貨幣取扱業が発達

し、資本の商品化が進み、信用制度を形成する事で、資本が現実資本と架空資本とに自己

を分化させ、資本制的外被を社会化させてきた。従来、架空資本と金融市場は現実資本の

蓄積のための手段として機能しており、それは、現実資本の景気循環の振幅を増大させて

きた。ところが、単なる貨幣請求権である架空資本が変動相場制の下で国民国家の規制か

ら脱出し、世界単一の資本市場へと自己を組織したことで、現実資本の蓄積が、架空資本

の運動に左右されるようになったのである。 

 

（B）世界の三層分化 

 

（7）信用資本主義の支配の下で、世界はグローバル、国民国家、ローカルの三層に分化し

つつある。 

 

（8）グローバルは、世界単一の資本市場に組織されている多国籍企業及び多国籍金融機関

から成り、アメリカ政府や WTO、IMF、世界銀行、国連などを政治的代表部として組織し

ようとしている。国民国家は、グローバルとローカルの中間に位置し、双方に解体されつ

つあるが、国連や、EU の形成を通して、国民国家のグローバルなネットワークを形成しよ

うとしている。ローカルは、生命系のエコノミーを核としている。このローカルもグロー

バルな結びつきを形成している。 

 

（9）グローバルな企業が展開する産業部門において、従来は、一国数社の寡占が形成され

ていたが、信用資本主義の下での諸資本の競争の激化により、世界的規模での数社の寡占

へと進みつつある。また、科学技術の発達は、コンピュータによる情報革命をもたらし、

バイオテクノロジーを実用化させ、生物の生命活動そのものが資本の価値増殖の手段とな

りつつある。 

 

（10）進行しつつある世界の三層分化は、先進国、中進国、第三世界という、従来の世界

の区分を再編した。グローバルが形成しようとしている政治的代表部は、国民国家とは異

なり誰からも選出されていず、従って、誰に対しても責任を負ってはいない。それゆえ、

グローバルが展開しようとしている見さかいなしの価値増殖の運動は、必然的に、ローカ

ルの実体である生活者の国境を越えたグローバルな対抗運動を多種多様に生み出している。 

 

（11）世界の三層分化にもとづくグローバルに対抗する、生活者のグローバルな対抗運動

が形成されることで、地球環境問題が、生活者の問題解決型の運動をうみだしている。生

物は、生命活動という代謝を通し太陽光と地球上の物質を土台にして、地球環境を形成し

ていく主体として、強力な環境形成力を発揮してきた。生態系にしても、個体としての生
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物にしても、また、細胞や DNA といったミクロの領域にしても、全て、自然界における物

質循環を遂行することで、地球環境それ自体の形成力として作用して来たのである。とこ

ろが、労働力が商品化することで、産業資本が生成され、価値が剰余をともなって循環す

る資本の蓄積が始まった時、それは、古代の都市文明とは比較にならぬ程の大規模な人工

生態系を形成していった。環境危機の本質は、資本の蓄積が価値の循環に物質の循環を従

属させているところにある。資本は価値増殖が可能であれば、環境破壊をいとわない。乱

開発や産業廃棄物の大量廃棄はもちろんのこと、農薬やプラスチックを始めとする合成化

学物を大量生産、大量消費、大量廃棄することで資本が蓄積されてきた。 

 

（12）グローバルにとってはローカルなもの、つまり、価値増殖の領域外と見られている

ものは、実は自然力という生産力である。太陽光、水、空気、土、それに微生物、植物、

動物、これらは存在そのものが生産力である。この自然の生産力を土台にした生命系のエ

コノミーは、グローバルから見れば賃労働者の再生産過程であり、グローバルの関心外の

ことである。ある時間を無報酬で資本家のために働くかぎりで、自分の生活のために働く

事を、すなわち生きる事を許されている賃労働者は、資本の蓄積が価値の剰余をともなっ

た循環であり、そしてそれが強力な環境破壊力としてはたらいていること、そしてこの環

境破壊力は、賃労働者の生命活動そのものを破壊しているという事実に直面している。 

 この意味でローカルは、単なる地域ではない。それは生命系のエコノミーであり、資本

の蓄積が引き起こしている問題の解決だけでなく、資本というシステムそのものを変えて

いける、もう一つのグローバルである。 

 

（C）新しい社会運動 

 

（13）信用資本主義の成立は、国家権力の奪取をめざした従来の共産主義運動に代わる、

新しい社会運動を台頭させている。 

 

（14）従来の共産主義運動を社会革命の戦術というレベルで特徴づけるとすれば、それは

政治的意志の力で、商品、貨幣、資本を廃絶しようとする試みであり、脱商品化の路線の

一つとして捉えることが出来る。これに対し、新しい社会運動は、商品から貨幣を生成さ

せる商品所有者たちの無意識のうちでの本能的共同行為を無用とする社会的諸関係を迂回

して形成する事で、商品、貨幣関係を死滅させる戦術を作り出しつつある。これは、商品

や貨幣や資本といった価値形態がもつ物神性の裏にある物象化、すなわち、人格の意志を

支配する力を削いでいく脱物象化の路線である。 

 

（15）20 世紀の資本主義は、商品、貨幣、資本を脱物象化する社会運動を登場させる諸条

件をつくり出してきた。コンピュータの発達による情報革命は、個々人の支払決済の口座

を共同で管理する協同した諸個人を形成する技術的条件をつくり出した。それはまた、製

造業におけるオートメ化を進め、産業資本の社会化を極端にまで押し進め、営利のための

組織として機能している巨大株式会社を非営利の事業体に転化させる物質的諸条件をつく

り出している。さらに、消費の部面では、生活者が必要な情報を獲得し、自らの消費につ

いて主体的に決定しうる可能性をつくり出した。 

 

（16）資本の運動は、資本の直接的生産過程、資本の流通過程、資本制的生産の総過程と

から成る。1990 年代の運動の諸経験は、それぞれの分野での脱物象化の運動論をつくり出

した。 

 

（17）資本の直接的生産過程では、資本に雇用されない「もう一つの働き方」をつくり出

し、これを拡大していくことで、資本による剰余価値の生産の領域を狭めていくことが可

能となった。 
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（18）資本の流通過程では、最終消費市場に購買者として現れる労働者、農民、市民が消

費の選択をすることで、資本による剰余価値の実現を無化することが可能となった。 

 

（19）資本制的生産の総過程においては、既成の資本の信用制度とは別に、労働者、農民、

市民が自らの口座を共同で管理する支払決済システムを新たにつくり出すことで、今日社

会全体におよんでいる資本の信用制度の支配力を制限していくことが可能となった。 

 

（D）協同思想にもとづく運動と組織 

 

（20）信用資本主義の下でのグローバルな資本の支配に対する、ローカルのグローバルな

新しい社会運動の台頭は、協同思想にもとづく新たな運動と組織を形成しつつある。 

 

（21）ブルジョア社会が国家形態によって総括されている段階でのプロレタリアートの階

級闘争は、民主主義の要求にもとづく大衆運動を通しての政治革命を担う勢力の拡大が一

般的であった。しかし、ブルジョア社会が生命系のエコノミーをローカルに封じ込めたま

ま、グローバルな社会として形成された時、形成されつつあるブルジョア社会の政治的代

表部を規制する世界市民は不在のままである。 

 国家の外の領域では民主主義は通用しない。世界単一の資本市場の政治的代表部の赤

裸々な価値増殖欲に対しては、民主主義的要求では運動を組織できず、新たなタイプのグ

ローバルな実力闘争をも含んだ対抗運動が展開されている。 

 

（22）時代は、政党と民主主義という国民国家を前提とした政治からの脱皮を要請してい

る。そして今、あらためて協同思想が顧みられなければならない。 

 

（23）民主主義とは、もともとブルジョア独裁の国家形態のことを指すが、民衆にとって

は、個人としての自己の権利を支配階級の抑圧から防衛する抵抗の原理たりえた。とはい

え、その原理は、あくまでも商品交換を土台とする市民社会の枠にとらわれていた。 

 

（24）これに対し、協同思想は、諸個人が連合（アソシエート）していくことを原理とし

ている。現時点での協同思想の担い手である協同組合は、共同して出資し、運営し、労働

あるいは利用することで成立している。これは、資本制的外被の極点までの社会化のゆき

つく先の向こう側に、全世界を引き受けうる次世代の経済システムとしての意義をもって

いる。 

 

（25）協同思想は従来、相互扶助と捉えられ、その愛他思想は、他者の欠けているところ

を補う事をその内容としていた。政治的意志統一を第一義におく従来の運動に代わる、欠

けているところを補いあう協同思想にもとづく戦線が、生命系のエコノミーをグローバル

な規模で脱物象化していくことで、資本制的生産様式の葬鐘を打ち鳴らすことができよう。 

 

（E）伝統的な共産主義運動を超えて 

 

（26）政治権力を奪取するところからしか社会革命は始まらないとする、伝統的な共産主

義運動の戦術は、封建社会で開始されたブルジョア革命を、プロレタリア革命にまで永続

させるという、永続革命論から出発している。 

 永続革命の戦術が 1917 年ロシアで成功し、その後、ソ連邦が成立し、ボリシェビイキ党

のもとに第三インターナショナルが形成され、世界の共産主義運動を鼓舞した。これによ

って引き起こされた資本主義の危機に対応し、ブルジョア階級は、資本制的外被を社会化

することで体制を維持してきた。 

 

（27）次に、一国社会主義論のもとに成立したソ連邦のスターリン主義体制は、政治権力
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を掌握しているにもかかわらず社会革命を完遂する事が出来なかった。もともと、共産主

義運動の理念は、階級の廃止であり、その土台となっている商品、貨幣、資本の廃絶であ

った。スターリン主義をはじめとする既成の共産主義運動は、この共産主義の理念を実現

する実践的展望をもつことができなかった。 

 

（28）商品からの貨幣の生成が、商品所有者の無意識のうちでの本能的共同行為による、

という価値形態の論理に従えば、政治権力という意志の力でこれを廃絶しようとすること

自体に背理が含まれていた。 

 

（29）脱商品化ではなく、脱物象化の運動が形成されていくことで、商品、貨幣、資本の

廃絶の実践的展望が明らかにされた。政治権力を獲得するはるか以前から、資本と国家に

対抗する運動を、脱物象化されたアソシエーションを軸として形成していくことで、社会

革命を日々押し進め、同時に、国家の政治的権力を脱力させていくことが課題となってい

る。 

 

綱領草案（骨子）と解説について 

 新たな社会運動の綱領は、一枚の絵にして、街頭や居酒屋にかかげておくというのが私

の夢です。人々は忙しく、生活に追われながらもそれぞれの分野で活動し、時々チラチラ

とこの絵をながめています。そのうち、現実の方がだんだんこの絵に近づいてきました。

そこで突然、この絵に描いてあるように、人々が手を結び合うようになる。ここに、社会

革命が実現される。 

 ということで、綱領は、短かければ短いほどよい。しかし、理論水準は、断じて下げる

べきではない、というのが私の意見です。ですから、当然、長い解説が必要だということ

になります。私自身は、1 年位かけて、この草案自体の検討と同時に、解説の方も仲間と共

同で作成していきます。 

 ところで、アソシエ 21 関西でのこの草案の扱いですが、私は、それぞれがこれを出発点

にして、それぞれのやり方で肉づけし、それぞれの綱領を作成して欲しいと考えています。

メンバーの数だけ綱領があってもよい。こうした作業を交叉させることで、本当に役に立

つ理論が創造されていくでしょう。 

 

 

資料７．「自己権力」の系譜……第三領域としての革命（運動‐組織）論 市田 

 

ルネ研報告 2011 年 4 月 2 日 

市田良彦 

 

「自己権力」の系譜……第三領域としての革命（運動‐組織）論 

 

１）経済決定論と疎外革命論の間 ～ 必然性と自由 

「宇野経済学」の問題：革命を経済学の「欄外」に置く。非決定論（非窮乏化論、非

危機論）の出発。戦後主体性論争や実存主義はマルクス主義と「分節」された。「理論

と実践」という問題の意味（ルカーチの再発見） 

 

２）「政治過程」の自立と自律 

関西ブントの政治過程論：経済学でも哲学（世界観）でもない政治（過程）の発見。 

竹本（＝滝田）のローザ論：ルカーチ「以後」のローザ問題としての「革命主体」。 

弁証法を「強いる」という問題：自立はしているが自律していない（自己組織化が保

証されない）領域の発見 

 

３）疎外でも物象化でもない階級形成（構成）論 
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実践論たりえない疎外論と物象化論―70 年代の問題：倫理主義と「社会」分析への股

裂きと「ポストモダン」的非決定論の登場 

階級形成論としてのネグリのレーニン論：イタリア的特殊性？ 

 

４）主体と構造：例外的なものをめぐって 

サルトル→アルチュセール→？ 

ウルトラ主観主義とウルトラ客観主義の「同じ」さ加減 

「無効になった」マルクス主義と「生き残った」マルクス主義 

 

 

資料８．ルネ研報告 2011 年 4月 2日 榎原 

 

ルネ研報告 2011 年 4 月 2 日 

榎原 均 

 

はじめに 

 震災と原発事故で、ルネ研の活動も大幅な修正が必要かと思われるなか、4 月 2 日の研究

会も、市田報告レジュメが出たことで、私の当初の計画の変更が迫られているように感じ

ています。それでまず、市田レジュメへのコメントから。 

 

Ａ 市田レジュメへのコメント 

 

「自己権力」の系譜……第三領域としての革命（運動‐組織）論 市田良彦 

 

５）経済決定論と疎外革命論の間 ～ 必然性と自由 

「宇野経済学」の問題：革命を経済学の「欄外」に置く。非決定論（非窮乏化論、非

危機論）の出発。戦後主体性論争や実存主義はマルクス主義と「分節」された。「理論

と実践」という問題の意味（ルカーチの再発見） 

● コメント 

 理論と実践、あるいは理念と現実と実践（石井聞き取りあとがき）という枠組みにずっ

と違和感を抱いてきた。私の立場は一言で言えば、実践を認識の対象とする、ということ。 

これは宇野批判のどこかで言っていると思われるが。ある意味ではマルクスも労働（範疇

的には実践に当たる）を対象化された形態で分析し、資本論を書いた。 

 

６）「政治過程」の自立と自律 

関西ブントの政治過程論：経済学でも哲学（世界観）でもない政治（過程）の発見。 

竹本（＝滝田）のローザ論：ルカーチ「以後」のローザ問題としての「革命主体」。 

弁証法を「強いる」という問題：自立はしているが自律していない（自己組織化が保

証されない）領域の発見 

● コメント 

 最近気が付いたことだが、これは社会の発見というところまで進めてほしい。 

 

７）疎外でも物象化でもない階級形成（構成）論 

実践論たりえない疎外論と物象化論―70 年代の問題：倫理主義と「社会」分析への股

裂きと「ポストモダン」的非決定論の登場 

階級形成論としてのネグリのレーニン論：イタリア的特殊性？ 

● コメント 

 疎外も物象化も経済過程から発生するもので、それが今日では実践論足りえないのは、

社会の維持・生成という問題に接近できないからではないか。対面・対話関係から権力を

導き出すことで、これに対抗する自己権力の構想も立てられる。 
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 ちなみにルカーチの「物象化」論というのは翻訳間違いで、原文は物化である。物化は

等価形態の謎性から生じるもので、それだから階級意識論につながる。物象化だと虚偽意

識批判ということにはならない。物象化は物象による人格の意思支配だというのが私の立

場。ルカーチの誤訳によって、新左翼活動家の間で物象化の概念が物化に矮小化されてき

たのかもしれない。 

 物象化＝Versachlichung 物化＝Verdinglichung    sach=物象と、ding＝物、を訳し

分けしているのは長谷部くらいで全集版の岡崎は訳し分けていない。 

 

８）主体と構造：例外的なものをめぐって 

サルトル→アルチュセール→？ 

ウルトラ主観主義とウルトラ客観主義の「同じ」さ加減 

「無効になった」マルクス主義と「生き残った」マルクス主義 

● コメント 

 これまでの主体は個人か階級あるいは党派だった。今日の主体は、個々人の間に形成さ

れる関係的主体で新しい社会そのものではないか。これに私は協同主体と名づけている。 

 

Ｂ 前回からの継続問題 

 

１）継続問題 

「商品貨幣関係が日々再生産されているという考えは印象的だったが、文化でどこまで

突き詰めていけるのか。」「脱物象化というと表象の批判になるのではないか。権力と生産

手段を奪い合うなかで大衆がどう生産手段を確保できるのか。」「共産主義の内容を商品貨

幣資本の廃絶というのは狭いのではないか。」「結論部分で、社会と文明の統合原理を批判

すると書かれているが、共産主義と同じ意味か。価値批判の他にも何かあるのではないか。」

「物象化による意志支配から逃れるということですべてか。」 

 これについては次回の議論を待ちたい。（前回研究会報告より） 

 

２）共産主義の理念 

 さしあたって思いつく事柄。皆さんからの提示を待つ。 

① 階級の廃絶 

② 経済的隷属からの解放 

③ 能力に応じて働き、必要に応じて受け取る 

④ 労働時間の短縮で労働が生活の第一の欲求となる 

⑤ 必然の国から自由の国へ 

⑥ 人間による人間の支配を事物の管理に代える 

⑦ 国家の死滅 

⑧ 労働者の解放、あるいは労働の解放 

 

３）社会革命という用語について 

 私の社会革命という用語は、共産主義の理念を実現する革命のこと。普通に語られてい

る社会をよくしていく（体制内での）という意味ではない。だから既成の社会運動が実現

している社会革命そのものではなく、それらが、共産主義の理念を実現できているかどう

かという基準で判断する。政治革命と社会革命という対比は、権力奪取から社会革命へと

は行けないという批判をする限りでのもの。 

 

４）文化について 

 「（文化は）中身がないか、それとも大きすぎる内実を『文化』の一言に押し込んでいる

のか」（市田「榎原均緊急の課題を読んで」2011 年 2 月）というコメントに関して言えば、

後者である。いま、ここでの社会革命を遂行する主体が文化を発信する、あるいは文化し

か発信できないという認識。現実に脱物象化に向けての取り組みは多々あるが、ほとんど
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認識されていない。文化を知の対象とすることが問われている。 

 

５）問題を党にひきつける 

 綱領、戦術、組織という三位一体はどうなるか。 

 綱領は共産主義の理念 

 戦術は迂回作戦 

 組織はコミュニケーション論 

 そのとき一人一党となる。これは万人が自己神格化した今日の前提的条件ではないか。 

 生身の人間は政党に組織しえた。自己神格化した個人にとっては連合しかない。 

 政策実現のためには議会に代表を送る（それもあっていいが）のではなく、既成の議会

政党に政策提言して、超党派の議員連盟で政策化するのが当面の課題。政策立案能力が個

人の連合を作り上げる土台。 

 

６）研究所の課題 

社会の発見に基づいて、実践を認識の対象とし、共産主義という理念の実現を、いまこ

こから開始できる運動形態を知り、実践すること。 

脱原発社会を求める運動に関していえば、さまざまな運動の幅広い連携を作り出してい

ける可能性がある。当面地道な講演会、学習会を重ねながら脱原発社会の見取り図を作り

出し、統一行動を作り出していく。既に廃炉に向けての署名活動は実施されている。研究

所の課題は山積している。 

 

 

資料９．「いま」「ここ」からの社会変革論  境 

 

 

「いま」「ここ」からの社会変革論 
 

解題 この論文は『季報唯物論研究』114号に寄稿したものです。雑誌発行以前に公開することに

なりますが、編集部の承諾を得ています。 

 

はじめに 

 

 09 年 8 月 30 日の衆議院総選挙で政権交代が行われ、新自由主義的政策を採ってきた自

公政権に代わって、民主党が「国民生活が第一」というスローガンで鳩山内閣を組織した。

しかし、旧勢力である官僚、財界、マスコミが結託して民主党の改革に敵対し、鳩山・小

沢を攻撃して退陣に追い込み、比較的御しやすい菅内閣というある種の妥協内閣の実現で、

民主党が総選挙で約束した改革は行き詰まっている。 

 問題は製造業中心に輸出立国で成長してきた日本経済の改革が問われているのだが、旧

勢力にはその回答なり処方箋を打ち出せず、もっぱらアメリカからの年次改革要望書を指

針として、これに沿って日本経済の改革を実施し、結果としてアメリカの利益にかなうよ

うな経済体制を作り出し、日本社会を破滅させてきた。 

 20 世紀型社会・経済システムから、21 世紀型社会・経済システムへの転換が要請されて

いるのだが、旧勢力はそのシステムの設計すらなしえず、円高による国際競争力の低下を

始め、雇用の崩壊、セーフティネットの破綻、自給率の低下、医療の崩壊、年金の崩壊、

少子化、婚姻の減少、などといった話題が語られている。 

 従来の日本の社会・経済システムには、公的セクターと私的セクター（営利企業のセク

ター）しか計算に入れられておらず、事実上相当な勢力となっているサードサクター（非

営利・協同セクター）は不当に無視されてきた。しかし、21 世紀型社会・経済システムは、

公的セクター、私的セクター、サードセクターのセクター間バランスを前提することによ

ってしか設計できない。 
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 公的セクターは税金によって運営され、その組織は官僚制である。私的セクターは営利

事業の担い手によって形成されるが、その組織は、資本や貨幣や商品に自己の意思を宿す

ことで運営される。これに対してサードセクターは、非営利・協同であるとか、共生であ

るとか、人間の経済といった位置づけがなされているが、そこにおける「資本」形成や社

会関係資本（人々の経済的関係も含む）についての組織論は未開発である。 

 実際にセクター間バランスを形成しようとすれば、事実上の巨大勢力であるサードセク

ターに属する諸団体が、サードセクターの一員として、独自のアイデンティティ形成のた

めに活動することぬきには実現しない。おりしも 2012 年は国連が提唱する協同組合年であ

り、国際的に様々なイベントが実行される。日本でも今年の 8 月に内橋克人を代表とする

実行委員会が開かれ、2011 年・12 年のイベント企画を検討している。 

 このような現状を踏まえ、サードセクターのアイデンティティ形成のための基礎的作業

として、今日における社会変革の実践的展望と、その実践における主体の規定及び主体性

の形成について論じて見たい。 

 

１．社会とは何か、社会変革論の課題 

 

（１）従来の社会変革論 

社会変革をめざす以上、社会とは何かについての理解が要請される。従来の左翼の考え

方は基本的に危機論であり、矛盾をはらんだ経済過程が危機に陥り、それが社会変革を招

き寄せるという理解を超えてはいなかった。このような考え方にもとづけば、日常生活は

ありのままで、経済危機に際して国家権力を奪取することをめざして革命的運動を組織し

ようということになるが、しかし今回の経済恐慌に直面しても革命的運動の展望は明らか

とはならなかった。 

このような理解を客観主義と批判し、主体性を強調する考え方も登場したが、情勢認識

においては危機論を共有しつつ、党組織の内部に共産主義の母体を作り出すという理解に

留まり、宗派的団体を作り出したにすぎなかった。 

これらの社会変革論は経済過程の矛盾には注目するが、社会それ自体に対する理解は不

分明であり、資本主義社会が経済過程における矛盾の爆発に対しても、社会的な対応によ

って社会革命への移行を阻止してきた、という歴史的過程に注意してはこなかった。あら

ためて社会とは何かという問いが問われるべきである。 

 

（２）社会とは何かが解明されるべき 

社会とは社会を構成する人々の関係そのものを実体として成立しているもので、それ自

体は物質的な実体を欠いている。ここでの関係とは、人と人との相互関係という抽象的な

もので、実体といっても例えば神のように社会の中で成立している実体である。そのため

に、社会とは何かという問いに一義的な答えはない。 

手がかりとして、野村一夫が『社会学感覚』（文化書房博文社）で述べている社会論を紹

介してみよう。野村は次の四点を社会の特徴としてあげている（20～26 頁）。 

 ① 対象である社会が、意識を持った人間から構成されている。ここから野村は、研究

対象が調査・研究によって変容することをあげている。 

 ② 対象である社会に観察主体が既に含まれてしまっている。ここから野村は自己に類

推しての他者理解の可能性と、意味の理解が可能になるという。 

 ③ 研究自体が、対象である社会を変えてしまう可能性がある。ここから野村は、研究・

調査によって、研究対象に介入してしまうことを指摘している。 

 ④ 人はみな醒めている分だけ社会学者である。ここから野村は、プロの社会学者だけ

でなく、誰でも社会学感覚を持つことができると主張している。 

 野村はこのように、社会の自己言及性ということに注目しているのだが、それは社会を

研究対象として措定し、研究者と社会との関係に問題を限定しているからである。しかし

別の視点からの社会への接近もあるはずだ。それは社会がどのように生成されているかと

いう問題を立てることではなかろうか。 
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２．人と人との関係としての社会 

 

 私はここで、社会とは固定した既成のもので、人々がそこに入っていけるようなもので

はなく、日々再生産されている柔軟で変動していくものと考えたい。このような視点から

すれば、社会が個々の人びとの関係によってどのように生成されているかという問いが生

み出される。この問いに接近している人にアダム・スミスがいる。スミスは『国富論』の

著者として、経済学者として有名だが、もともとは法学者で、道徳に関心を持ち、最初に

『道徳感情論』を上梓している。スミスの言うところを聞いてみよう。 

「もし、人間という被造物が、ある孤独な場所で、かれ自身の種とのなんの交通もなし

に成長して、成年に達することが可能であったとすれば、かれは、かれ自身の顔の美醜に

ついてとおなじく、かれ自身の性格について、かれ自身の諸感情と行動の適宜性または欠

陥について、かれ自身の精神の美醜について、考えることができないだろう。これらすべ

ては、かれが容易にみることができず、自然に注視することがなく、それらにたいしてか

れが目をむけることができるようにする鏡をあたえられてもいない、諸対象なのである。

かれを社会のなかにつれてこよう。そうすればかれは、ただちに、かれがまえにもたなか

った鏡をあたえられる。それは、かれがともに生活する人びとの、顔つきと態度のなかに

おかれるのであって、その顔つきと態度はつねに、かれらがいつかれの諸感情のなかには

いりこむか、いつかれの諸感情を否認するかを、表示するのである。そして、ここにおい

てかれははじめて、かれ自身の諸情念の適宜性と不適宜性、かれ自身の精神の美醜を、眺

めるのである。」（アダム・スミス『道徳感情論』岩波文庫、上、293～4 頁） 

 このような考えは容易に理解されるであろう。人は他者を鏡として、自分自身を知り、

自分の行為を逸脱から守る。鏡といってもガラスの鏡のように自分の顔が映るのではなく、

自分を見た他人の顔つきと態度が自分の像を描き出しているということであり、それを見

ることで自分の行為の社会的正当性についての評価を知ることができるのである。 

 ミードはスミスの考えを継承しつつ、自我の生成について、それを社会的なものと考え

て、自我を I と me の分裂と相互の闘争から説明した。自我の分裂についてはスミスも述べ

ているが、ミードは me を共同体から発せられる一般的他者の態度を取得したものと考え、

社会的自我の成立の根拠とした。以降自我の社会学というジャンルが生まれていろいろな

業績が蓄積されているが、私の問題関心に関わる提起はあまりないようだ。つまり自我の

社会学は、その出自が社会心理学にあることからも知れるように、個人としての社会的人

間の自我の生成を、心理学的に追及するといった問題関心となっている。そうではなく、

人と人との関係そのものの考察が社会解明の鍵となる、という問題意識に導かれて人々の

対面関係の分析からはじめたいのだ。 

 

３．社会生成論の展開 

 

（１）対面関係 

 まず結論から言えば、人々は既成の社会を対面関係で都度生成している、ということだ。 

 生命が遺伝子からなることと同様に、社会は対面関係からなる。対面関係での既存の社

会の承認が社会を存続させている。ところが遺伝子における変化が生命体に変異を起こす

ように、対面関係での変化（不承認）が社会の変容をつくり出す。 

 対面関係で起きていることは、見る側が鏡となり、生身のままの個人が一般的他者、つ

まり社会通念の化身となることだ。見られる側は、その他者の態度を見てそれに同化する

ことで既成の社会を再生産している。見られる側が同化しないと、オルタナティブに向け

ての運動が始まる。ということは、既成の社会のオルタナティブの提起は見られる側のイ

ニシアティブによることになる。見られる側のオルタナティブな態度によって、見る側と

見られる側の地位の転倒がおきる。オルタナティブな態度をした見られる側が、今度はこ

のオルタナティブな態度についての相手の対応を見る側となる。この見る側が見られる側

となり、オルタナティブに同化した時に、オルタナティブが社会的に成立し、社会変容が
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始まる。対面関係では見られる側が仕草や態度を発信する能動的立場に立ち、見る側はそ

れを受ける受動的立場にたつ。 

 対面関係で都度社会が生成されているという社会の構成は、人という生物学的意味での

自然素材が、対面という関係においては社会を形成するのだが、その際の二人の関係はお

互いに違う役割を果たしていることに注意しなければならない。見られる側は自然素材と

しての人間、見る側は、同じ人間としての自然素材そのものでありながら、それが同時に

社会の一般的通念の代表に化身しているのである。ここでは、見る側は、類としての個と

して規定されている。つまり人間は社会関係（対面関係）の中では、自然素材でありなが

ら、それが社会性を帯びるという二重の存在である。（単なる役割分担論はこの二重性につ

いての単純な見方で、社会生成が解けない。） 

 この二重の存在は、ミードの言うように、自我の二重性となり、相手との外的対話と共

に、自我の内部での内的対話を成立させる。そうなると、対面関係のうちで起きる一般的

他者の態度の取得が、対面関係の存在しないところで、自身の思惟過程の内での倫理的・

道徳的な問題として捉えられる。そのために、この一般的他者の態度は、対面関係という

それの現実的生成過程とは無縁な、人間社会に先験的な倫理や道徳といったものへと理念

化される。こうして、対面関係で都度生成される社会が、個々人の意識の中では人間社会

の先験的な理念として把握されてしまうのである。 

 

（２）対話の関係 

 この対面関係が対話関係に移行すると、見る側と見られる側の関係が展開される。話す

側は能動的な立場となり、聞く側は受動的な立場にたつ。聞く側が一般的他者の態度を表

明する。一方的な会話ではなく、対話は双方向のコミュニケーションであり、話し手と聞

き手は相互に交代しあう。そうすると対話している二人は交互に一般的他者の立場を取り

合うことになる。 

 意思の伝達は、それを意図する話す側が、意思を伝えようとする能動的な立場にありな

がら、対話の関係では見られる側となり、受動的立場の聞き手が見る側に立って、一般的

他者の態度で対応する。つまり合意のイニシアティブは話し手の側にあるのではなく、聞

き手の側にある。この構造が理解されていないと、話し手の意思の伝達はうまくいかない。 

 組織的上下関係があり、意思の伝達が一方的な会話に終始している場合は、聞く側はイ

ニシアティブを発揮することを放棄し、ただ単にうなずくことになる。ここでは対話によ

る合意形成話されていない。 

 既存の社会関係においては、コミュニケーションは双方向ではなく、一方的な情報伝達

となっている。働きかける側の都合が第一次的で、受け取る側の都合は無視されている。

このような現実への批判として、レヴィナスの「顔」やデリダの「歓待」などの思想が提

起されてきた。しかしいずれも働きかける側からの視点であり、働きかけられる側の主体

性に目が届いてはない。 

 

４．社会生成における困難 

 

 対面関係では、見られる側に社会変容のイニシアティブがあることが判明すると、これ

は同時に新しい社会生成の困難の要因でもあることがわかる。というのも、今日の社会に

おいては、見る側が社会通念における多数派であり、見られる側が少数派であるというこ

とだけではなく、また少数派が多数派の心理を内面化しているということだけではなく、

もっと別の事態がそこにはあるからだ。 

 ランシェールの言う感性的なものの分有がそれである。社会通念は、見る側の人々がそ

の化身となることによって形成されている。だからそれは、社会の多数派が個々人を見る

ことによってしつらえられた自我の席という、ある種の強制力を発揮し、これが社会の人

びとに感性的に分有されているという現実がある。少数派、つまり見られる側のイニシア

ティブは、多数派に対する異議申し立となり、それは現実の社会通念においては計算に入

れられていない。 
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そうだとすれば、既成の社会において、見られる側にイニシアティブを発揮させること

ができるような、対面・対話関係の可能な場を形成しなければならない。その場がサード

セクターにほかならない。 

 

５．組織論としてのコミュニケーション 

 

（１）コミュニケーション 

 コミュニケーションは普通情報の伝達と考えられている。しかしそれは現実には相互関

係であると考える研究者が増えている。この相互関係を、今まで述べてきた対面関係と対

話関係を踏まえて展開するとどうなるであろうか。 

 意思の伝達や合意は、それを意図している話す側のイニシアティブにもとづくのではな

く、聞き手のイニシアティブにもとづく。聞き手にイニシアティブを発揮してもらうため

には、話す側が問題提起をした後、聞き手に回って聞き手に話す側に回ってもらうことが

必要である。 

 話す側は気持ちがいいし、能動的で何か活動した気持ちになる。しかし相手の同意を得

られなければ自己満足の世界に陥ることになる。コミュニケーションは意思の伝達方法で

はなく、話し手に発したイニシアティブを聞き手に引き渡すことである。そうすることで

対話者双方の合意が進む。 

 ところが現実を振りかえれば、このようなコミュニケーションはなされておらず、マス

コミは一方通行であり、行政や、企業も意思の伝達が中心である。メディアのなかにも双

方向のメディアが生まれているが、それが社会システムの基盤となっているような現実は

ない。つまり公的セクターや私的セクターには、相互関係であるようなコミュニケーショ

ンは余計なものなのだ。このことは相互関係的なコミュニケーションは主体と主体との間

に主体を形成するのであり、この意味で主体の主体性に関わっていることと関連している。 

 

（２）主体 

 主体という以上主体の変遷についてみておく必要がある。 

20 世紀の 70 年代までは階級が主体であった。個々人はこの階級の意識に同一化していく

ことで主体性を発揮できた。70 年代から始まった新自由主義のイデオロギーによる社会変

容は、階級意識の解体と個人意識の普及をもたらし、個々人は労働市場と消費市場の「主

体」として個人化された。このような状況で、主体は存在しないというニヒリズムの価値

観にもとづいたポスト・モダン思想が流行した。 

現在の主体はこのようにして形成されたが、その現実的基礎は労働市場と消費市場にあ

る。個人化は本来類的存在であった人間を、物象的依存関係にもとづく人格的独立、つま

りは人格的依存関係から切り離されたバラバラな個人に分解したのだ。これはある意味で

は貨幣の機能と概念を内面化した自己神格化した人間の成立である。 

神の実体が人間の類的存在の抽象化だとすれば、そして貨幣が商品世界の神であるとし

たら、現代の個人は、自己神格化され、抽象的な主体として主体性から疎外されている。

神はその能力を神話の世界で発揮できるだけであり、現実には貨幣で物を買うことしかで

きない現在の自己神格化した個人は、抽象的で非実在的な能力を付与されているに過ぎな

いのである。 

ハーバーマスは生活世界の植民地化について警告を発したが、生活世界においては人格

的依存の関係は個人化の中で変容しつつも自己神格化への歯止めを作り出している。ハー

バーマスとは逆に、サードセクターにはこの生活世界を基盤にして、自己神格化を解毒す

る役割があることを認めなければならない。 

 

（３）主体性 

 自己神格化した個々人が対面し、対話関係に入るとそこで何が引き起こされるだろうか。

それは万能的な主体の解体である。神の概念における能動性は、対話関係においては上滑

りし、神的能力は崩壊させられる。 
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 その代わりに対面と対話は、社会を変容させ、二人の対話者という両極の外に新しい社

会という主体を作り出す可能性を秘めている。対話による新しい社会の生成が可能になれ

ば、対話者の主体性がそこに形成される。 

 自己神格化を作り出した原因は資本主義社会における物象化の働きにあった。自己神格

化の解体は脱物象化を実現する。この見地から対話者の主体性について検討しよう。 

 対話者が対話を通じて新しい社会を作り出すことが可能なためには、対話者が事業の担

い手であることを要請する。逆に言えば対話がその基本的骨格をなすような事業を要請す

る。サードセクターの事業はおおむねこのようなタイプとなっている。 

 コミュニケーションを相互関係と把握し、それが新しい社会生成の組織論として生かさ

れる事を通してサードセクターのアイデンティティの形成が日程に上る。 

 
６．社会生成過程への介入 

 

 新しい社会の形成といっても、その社会が既成の社会とまるごと交代できるわけではな

い。それは、既成の社会で計算に組み入れられていない問題の存在を示し、それを解決し

ていけるシステムとしての役割を果たせるそのような社会の生成が課題なのである。 

 今日の資本主義社会に全面的に取って代われる社会の構想は理念としては明確であるが、

実践的にはその一挙的実現は望みようがなく、そうであれば、永続的な社会生成によって、

既存社会における物象化の力を削いでいく脱物象化の道が切り開かれるべきである。 

 その筋道を簡単に描いておこう。まず既成の社会通念に対する感覚的な違和感が、見ら

れる側のイニシアティブに発する対話における合意として、社会変容に向けての主体性が

成立する。対話における合意が事業遂行過程の合意としてなされることで、違和感をつな

ぐ利害関係集団が形成される。それがいまだ既成の社会通念では計算に入れられていない

問題を、政治的空間に登場させ、政治的係争関係を作り出す。このような過程で「いま」「こ

こで」の社会生成過程への介入が成立する。 

 

あとがき 

 

組織論としてのコミュニケーション、というテーマは、90 年代初頭から考えてきたこと

で、今やっとサードセクターのアイデンティティの一つとして提案できる形となりました。

従来は協同組合運動における協同の内実として問題提起してきましたが、その枠を取り払

った方が現実性があることに気づきました。 

この提案はここ数ヶ月の実践的課題に直面して、少しずつ具体化してきたことで、関連

文献を参照する余裕はありませんでした。すでにどこかで誰かが述べていることがあるか

も知れません。ご教示くだされば幸いです。また、たたき台として使っていただければあ

りがたいです。論争が起きることを期待しています。 

（2010 年 10 月 17 日  境 毅） 


